
平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

Ａ

1

2

２　施策の指標における成果

件

事業所

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 副事業部長 氏名 竹村　伸一

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満

基本戦略 子育て世代に選ばれる地域の創造

重点プロジェクト 子どもを産み育てる環境の整備

施策 安心して子育てできる環境の充実

目的
子育てや教育に関し、悩みや課題を抱える家庭に対して、相談体制を拡充するとともに、ドメスティックバイオレンス（略称：DV）の被害者への支援、保
育環境の確保、男性育児参加の促進等を行うことで、安心して子育てできる環境を整えます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値
H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 支援が必要と認められる家庭への訪問件数（養育支援訪問） 1 ― 16 12

統計 社員の子育て宣言登録企業数 ― 18 30 45

その他
成果

51.9

市民 安心して子どもを預けられる環境があると感じる市民の割合 ― 37.3 33.5 40.0

市民 仕事と生活とのバランスに満足している市民の割合 ― 45.2 32.7

H28 H29 成果

取り組み③ 子育てと仕事の両立支援

手段
社会環境の変化を伴う、子育て中の母親の就労ニーズ、保育ニーズに対応するため、保育所の運営の充実など、「元気っ子育成支援プランⅡ」の推
進を図ります。また、男性の育児参加を促進していきます。

維持 ②
860 0 予算対応

評価視点 評価コメント

コスト 記号

1 雇用対策事業(子育て世代支援) 産業政策課 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27

施策指標の分析

作成者

評価者

事業構成の適正性   子育て世代の働きやすい環境づくりに向けて、ワークライフバランスの啓発により市内企業の労働環境の改善を図る。

事業の重点化
　県が促進する「社員の子育て応援宣言」の市内企業の状況は、本年度から入札制度の新客観点数の評価項目となったことに
より、登録件数が３０件と増加につながっており、さらに啓発普及を図る。

役割分担の妥当性 　「社員の子育て応援宣言」の新たな登録に向けて、県松本地方事務所や商工会議所等と連携して啓発を図る。



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

振興公社インターン補助金 予算対応

市HP登録企業掲載

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

市HP登録企業掲載

市内「社員の子育て応援宣言」登録企業数 40
30 4524 30 25 30

評価指標
H27 H28 H29

最終評価者 産業振興事業産業政策課 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 産業振興事業産業政策課 主任 若林　智彦 1276

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　市内「社員の子育て応援宣言」登録企業については、市入札制度新客観点数項目で7/1から子育て応援宣言
制度に登録している業者に加点されることから、建設事業者を中心に登録件数を伸ばしたが、以後登録件数が
伸びていない状況である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　引続き市HPでの登録企業の掲載を行い、県中信労政事務所や長野県テクノ財団などの関係機関と連携し、
啓発事業を実施する。Ｓｅｅｄにおける企業からの時短勤務条件の折衝においいて、制度の啓発もすすめてい
く。

第1次評価コメント Seedプロジェクトや男女共同参画・人権課と連携し、啓発を進めること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント -

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

③ ⑤

④ ②　レ ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

① 2 3

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般

860 0

0

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 特定 0 一般 0 特定

（千円） 0 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○社員の子育て応援宣言の啓発 ○社員の子育て応援宣言の啓発 ○社員の子育て応援宣言の啓発

財源

決算額 （千円） 860

特定 860 一般

社員の子育て応援宣言の啓発 新/継 継続

意図： 子育てと仕事の両立への支援体制の充実 区分 ソフト

事務事業名 雇用対策事業（子育て世代支援） 担当課 産業政策課

概要

対象： 子育て中の就労希望者及び勤労者 体系 Ａ-1-2-3

手段：



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

3

1

２　施策の指標における成果

円

円

事業所

人

件

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 副事業部長 氏名 竹村　伸一

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満

役割分担の妥当性
　市振興公社や商工会議所、県産業支援機関と支援体制を強めて、企業の新たな事業展開に向けて適時適確な支援を行う。ま
た、起業に向けたニーズを捉えて商工会議所、金融機関などと「創業支援事業計画」に沿った体系的な支援を行う。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　市内産業支援機関と連携を深め、市内産業の基盤である製造業を始め次世代産業の創出を図るとともに、就業環境の拡充を
図る。また、大手企業と連携して拠点施設を基軸とする起業・創業支援体制を構築して起業を目指した人材の育成を図るほか、
IT企業の集積に向けてオープンソースソフトウエア事業を通じた新たな連携による事業創出を支援する。

事業の重点化
　本年度も引続き国から採択となった「実践型地域雇用創造事業」を通じて観光、IT産業分野を重点に雇用創出を図る。市内大
手企業の増設計画とともに野村桔梗ヶ原地区の土地区画整理事業の進捗に併せて庁内関係機関と連携して必要な事業支援を
行う。

○ 拡充 維持 ②
500 500 500

1 地域産業振興推進事業(創業支援) 産業政策課

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み③ 創業支援の強化

手段
産業競争力強化法に基づく、「創業支援事業計画」に沿って、これまで個別に行われてきた創業支援策を、支援機関を超えて体系的に提供すること
で、開業率の上昇を促進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

拡充 拡大 ①
2,802 予算対応 予算対応

2 工業団地維持管理事業 ブランド観光商工課

20,548 予算対応 予算対応
1 企業立地推進事業 産業政策課・ブランド

観光商工課

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み② 企業誘致の推進

手段
地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、野村桔梗ヶ原地区の土地区画整理事業を支援し、企業誘致の受け皿となる産業団地の整備を促進しま
す。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

⑤
1,255,329 予算対応 予算対応

3 中小企業融資あっせん事業 ブランド観光商工課
1,297,000

2 商工団体活動支援事業 ブランド観光商工課
10,784

維持 維持

成果 コスト 記号

維持 維持 ⑤
12,255 予算対応 予算対応

1 地域産業振興推進事業(製造業・次世代産業) 産業政策課・ブランド
観光商工課

136,004

手段
本市の製造業の強みを生かした事業展開を支援するため、塩尻市工業振興プランを推進し、産学及び企業間連携、助成金の活用等による総合的な
支援を行います。

新規 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
H27 H28

◎ 拡充 拡大 ①
90,178 98,302 20,000

H29

25.0

その他
成果

取り組み① 製造業・次世代産業の育成・支援

市民
新規起業や新事業の立ち上げを支援する体制が整っていると感じ
る市民の割合

- 16.1 13.6

4

市民 製造業に活気があると感じる市民の割合 - 26.9 26.9 35.0

統計 ＩＣＴ企業創業件数 - 3（H24-26) 0

430

統計 製造業における従業員数 10,291 10,210 - 10,500

統計 製造業における市内事業所数 424 413 -

統計
４人以上事業所製造業従業者
１人当たり製造品出荷額等

5,200万 6,100 万 - 5,500万

統計
４人以上事業所１社当たり
粗付加価値額

8億3,900万 ９億７，９００万 - 8億5,000万

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 産業振興と就業環境の創出

施策 基幹産業の育成・支援

目的
本市の経済を牽引している製造業分野の企業や創業者に対して、創業や経営に関する各種支援を行なうことによって、地域内での雇用創出と経済効
果の安定を図ります。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H24 H26 H27 H28 H29 H29



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

地域産業振興推進事業（繰越） 地域産業振興推進事業（繰越） 塩尻市振興公社運営補助金

塩尻市振興公社運営補助金 ※その他事業費は予算対応

地域産業振興推進事業 地域産業振興・オフィス補助

企業立地（今泉南定期借地） ＩＣＴ創業支援等委託事業

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 地域産業振興推進事業（製造業・次世代産業） 担当課 産業政策課

概要

対象： 工業系及びＩＣＴ系を中心とした事業者 体系 B-3-1-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○コーディネーターの設置
○研究開発、経営革新の支援
○企業立地への助成
○ＳＩＰの運営
○塩尻市振興公社の運営補助

○コーディネーターの設置
○研究開発、経営革新の支援
○企業立地への助成
○ＳＩＰ・振興公社の運営
○ＩＣＴ創業等事業構想策定

○コーディネーターの設置
○研究開発、経営革新の支援
○企業立地への助成
○ＳＩＰ・振興公社の運営
○創業支援施設整備

人材育成セミナーなどを開催するとともに、技術連携、企業交流の場の創出や企業
訪問の実施

新/継 継続

意図： 技術力の向上や新たなビジネスモデルを生む企業間連携等を促進し、地域の産業競争力向上を図る。 区分 ソフト

32,204

31,027 57,838

19,438 28,944 6,000

（千円） 136,004 （千円） 26,000

19,149 17,018 20,000

90,178

20,564

ICT創業支援施設整備

高校生起業家プログラム

企業立地・振興公社運営補助金

3,000 一般 23,000

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

58,826 特定 43,693 一般 92,311 特定

財源

決算額 （千円）

特定 31,352 一般

実績値
（事後評価）

目標値

単年度内コーディネータ等の延べ企業訪問件数 203 301 400 376 400

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

400

⑤ 　

低い
やや
低い

1 2 ③ 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 2 ③ 4 ① 2 3 ③現状維持

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

高い 低い
やや
低い

4

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント 提案どおり実施すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　情報プラザ、ＳＩＰ開設と産業構造の変化を受け次世代産業の創出をこれまで推進し、ＩＣＴ産業振興に一定の成果をあげ
ているものの、今後更なる振興を目指すため、起業を目指す人材の育成、集積が必要と考える。更には、地場製造業を取
り込んだオープンイノベーションを核とする、これまでの実績を基盤とする新たなＩＣＴ分野の事業創造を誘発する拠点やＳＩＰ
入居企業の市外流失を防ぐための施設が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　民間活力導入事業第２期ミチカラでの提案を受け、高校生起業プログラムをはじめとする若者人材育成、そこ
から派生する事業創造を誘発し、オープンイノベーションをキーワードとするＩＣＴ創業支援拠点施設の整備をす
るための予算が必要である。

第1次評価コメント
高校生起業家育成プログラムの新規事業は認めるので、詳細を予算編成までに詰めること。創業支援施設整備について
は、H28補正（拠点整備交付金）で対応すること。OSS協議会負担金3,000千円は、従来からの約束どおりゼロ査定とする。

最終評価者 産業振興事業部産業政策課 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部産業政策課 課長補佐 古畑　久哉 1277



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 商工団体活動支援事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 市内の事業者 体系 B-3-1-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○商工会議所の運営補助
○工業団地の維持整備の支援
○商業者団体活動拠点への支援

○商工会議所の運営補助
○工業団地の維持整備の支援
○商業者団体活動拠点への支援

○商工会議所の運営補助
○工業団地の維持整備の支援
○商業者団体活動拠点への支援

商工団体の安定した運営を支援する 新/継 継続

意図： 商工団体の安定した運営を支援し、市内商工業者への継続的な支援体制が確立できる 区分 ソフト

10,784

（千円） （千円）

12,255

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

12,255 特定 0 一般 10,784 特定

財源

決算額 （千円）

特定 0 一般

実績値
（事後評価）

目標値

中小企業相談所指導相談件数 2,346 939 2,300

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

2,300

⑤　レ

低い
やや
低い

1 2 ③ 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ ③現状維持

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

高い 低い
やや
低い

4

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

商工団体の運営を支援していくため、更に綿密な情報の共有を進める。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
今年度の補助額をベースに商工団体の運営に見合った予算を検討する。

第1次評価コメント -

最終評価者 ブランド観光商工課 課長 上條　吉直 4420

成果

課題

作成担当者 ブランド観光商工課 主事 米窪　友典 4425



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 中小企業融資あっせん事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 資金需要のある市内中小企業及び個人事業者 体系 B-3-1-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○保証料補給金
○資金預託金

○保証料補給金
○資金預託金

○保証料補給金
○資金預託金

資金必要時において、信用保証協会の保証のもと、各種資金メニューで資金対応す
る

新/継 継続

意図： 資金を活用し、市内企業の安定した経営を行い、地域経済の向上と雇用の確保を促す 区分 ソフト

1,297,000

（千円） （千円）

1,255,329

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

38,590 特定 1,276,000 一般 21,000 特定

財源

決算額 （千円）

特定 1,216,739 一般

実績値
（事後評価）

目標値

市制度資金利用件数 212 220 58 230

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

240

⑤　レ

低い
やや
低い

1 2 ③ 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ ③現状維持

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

高い 低い
やや
低い

4

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

公害防止資金、地域小売店活性化資金、国際規格審査登録資金等は、直近３年間利用がない状況。各市の状
況をみる中で、資金メニューの検討が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
今年度の融資あっせん実績をもとに新年度予算を検討していく。

第1次評価コメント -

最終評価者 ブランド観光商工課 課長 上條　吉直 4420

成果

課題

作成担当者 ブランド観光商工課 主事 米窪　友典 4425



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

湧水対策工事

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 工業団地維持管理事業 担当課 産業政策課・ブランド観光商工課

概要

対象： 産業・工業団地立地企業とその従業員 体系 B-3-1-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○工業団地の環境整備、維持管理 ○工業団地の環境整備、維持管理 ○工業団地の環境整備、維持管理

産業・工業団地の環境整備及び維持管理 新/継 継続

意図： 企業立地を促進し、地域経済活動の向上と雇用の場を確保する。 区分 ハード

486

521 569

11,193

（千円） 3,355 （千円） 11,193

1,806 2,300

2,803

476

0 一般 11,193

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

2,803 特定 0 一般 3,355 特定

財源

決算額 （千円）

特定 0 一般

実績値
（事後評価）

3 4

目標値

- - - - - - - -

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

- -

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 ② 3 4 1 ② 3 ③ ⑤現状維持

縮小

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い
やや
低い

4 1 ②

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

今泉南テクノヒルズ産業団地宅地番号①②征矢野建材、⑬デジアネット、⑳プロシードの３箇所の法面から湧
水が出ている状況であり、特に、征矢野建材は湧水が宅面へ浸水し舗装した路面を損傷させている現状であ
り、常に各社から相談されている。また征矢野建材については事業用定期借地権により賃貸借であり、貸主の
責任が求められている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

征矢野建材①②は法尻に暗渠管を敷設する湧水抑制工、デジアネット⑬及びプロシード⑳は法面保護工の施
工を検討し、それに伴う測量・実施設計を合わせて実施

第1次評価コメント 現状の開渠が機能するよう、通常の予算（営繕修繕等）で対応すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑥

その他

最終評価者 産業政策課 課長 竹村伸一 1275

公共施設管理委託料

樹木管理委託料

その他

公共施設管理委託料

樹木管理委託料

成果

課題

作成担当者 産業政策課 課長補佐 古畑久哉 1277

第2次評価コメント
・企業立地推進事業の用地取得費との組替は認める。
・湧水対策の工法と金額については、予算編成までに検討すること。

区分 年間（4月～3月）



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

特定創業支援事業負担金 特定創業支援事業負担金

特定創業支援事業負担金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部産業政策課 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部産業政策課 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 地域産業振興推進事業（創業支援） 担当課 産業政策課

概要

対象： 市内で創業を目指す人 体系 Ｂ-3-1-3

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○創業相談窓口の設置
○創業支援事業計画の点検、見直し
及び変更承認申請
○創業セミナーの実施

○創業相談窓口の設置
○創業支援事業計画の点検、見直し
及び変更承認申請
○創業セミナーの実施

○創業相談窓口の設置
○創業支援事業計画の点検、見直し
及び変更承認申請
○創業セミナーの実施

専門相談窓口の設置、創業支援員の配置、特定創業支援事業受講者への市内事
業所賃貸時の補助

新/継 継続

意図： 創業を増やし、市内における就業の場を確保する 区分 ソフト

500 500

財源

決算額 （千円） 500

特定 0 一般

500

（千円） 500 （千円） 500

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

500 特定 0 一般 500 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 一般 500

220 330創業支援計画に基づく創業支援者数（３ヶ年累計） 19 82 110 92

評価視点 今後の方向性

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤

④ ②　レ ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　計画期間（Ｈ27～Ｈ29）の２年目であり、実際の展開から課題を検証し、計画変更が必要な箇所は国・県と相
談して対応する。民間活力導入事業第２期ミチカラで提案のあったシニア層の創業カリキュラムの検討を協議
する。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　実施１年目の課題とて、商工会議所創業スクールのスケジュールがタイトであること等が講師側から挙げられ
ていることから、会議所や講師と調整し、現状の創業スクールのカリキュラムを見直し内容を協議する。

第1次評価コメント 効果的な事業となるようカリキュラム等を工夫すること。

最終評価者 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 課長補佐 古畑久哉 1276



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

3

2

２　施策の指標における成果

kl

円

%

%

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 農政課長 氏名 花岡　昇

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 産業振興と就業環境の創出

施策 地場産業の育成･支援

目的
「ブドウ」「ワイン」「漆器」に関連する企業や創業希望者、後継者等に対して、創業や経営基盤強化に関する各種支援を行うことによって地場産業を振
興し、地域内での雇用と経済効果の拡大を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H24 H26 H27 H28 H29 H29

統計 製造品出荷量(果実酒) 2,967 3,796 - 3,100

統計 製造品出荷額（漆器） 7億9,900万 7億9,100万 - 7億5,000万

その他
成果

取り組み① ブドウ・ワインの生産振興

手段
世界的なワイン用ブドウの産地維持発展のため、栽培・醸造・流通の各プロセスにおいて高度なスキルを有した人材の確保と育成を図るとともに、農
地の集約と継承円滑化を促進し、生産技術の向上及び品質向上を支援します。

増加

市民 漆器を生活の中で利用する家庭の割合 ― 60.2 51.7 65.0

市民
塩尻産ワインをよく飲んだり購入したりする市民の割合(全国平均
消費量以上)

― 29.4 20.6

取り組み② 漆器産業の振興

コスト 記号

1 ぶどうの郷づくり等推進事業 農政課 ◎ 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果

④
78,266 83,052 予算対応

H29

現状維持 ②
18,720 13,047 予算対応

手段 漆器産業の振興と活性化に向け、新たな製品開発、販路拡大を支援するとともに、後継者育成に取り組みます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 成果 コスト 記号

役割分担の妥当性
ブドウ栽培振興については、ＪＡや生産者連合会と連携を図りながら推進している。圃場の拡大は、農地中間管理機構及び市農
業委員会と連携を図り計画的な集積を推進している。　漆器振興は漆器組合や伝統工芸士会とともに産地ＰＲ及び認知度向上
のための展示会等への出展支援を実施している。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性

塩尻ワイン大学の受講生が平成29年秋のワイナリー建設に向け具体的に動きを始めた。また、国内大手ワインメーカーによる自
社圃場の拡大も順調に進行、市内ワイナリーの自社圃場確保の動きも加速しており、集約化・効率化を進めることが重要となっ
ている。漆器振興事業については、新たな取り組みとして「産地活性化プロジェクト」を創設し空き工房等を活用した後継者育成と
産地の活性化に資する事業を進めている。

事業の重点化

新規ワイナリー設置者に対し助言及び指導の充実を図る。ブドウ栽培圃場の拡大には農業委員会や果樹産地支援員等の的確
な助言を行い集約化の促進とともに他の農作物とのドリフト防止など栽培環境の保全を図る。漆器振興については、漆工町の活
性化と漆器製造の担い手・後継者の育成を図る。漆器祭は来年度50回の節目であるが、漆器組合や地元の積極的な関わりを要
請し新規顧客及び交流人口の獲得を図る。

1 木曽漆器振興事業 産業政策課・ブランド
観光商工課 ○ 拡充 縮小



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計 計 計

果樹園整備促進事業 果樹園整備促進事業 

果樹共済加入推進事業 果樹共済加入推進事業 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部　農政課 職名 主事 氏名 上條　奈緒 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部　農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 ぶどうの郷づくり等推進事業 担当課 農政課

概要

対象： 果樹農家、ワイナリー 体系 B-3-2-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○果樹園整備促進補助
○果樹共済加入推進補助

○果樹園整備促進補助
○果樹共済加入推進補助

○果樹園整備促進補助
○果樹共済加入推進補助

果樹園整備・苗木導入補助、果樹共済加入掛金補助、果樹産地保全支援、小規模ワイナ
リー法人市民税減免・固定資産税減税

新/継 拡大

意図： 果樹農家等の経営意欲を向上させ、ぶどうを中心とした果樹総合産地の振興を図る。 区分 ソフト

23,693 8,990

4,056 4,057

（千円） 13,047 予算額 （千円）27,749 予算額

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

特定 一般 13,047 特定

財源

決算額 （千円）

特定 一般 27,749

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

果樹園整備促進事業面積（㎡） 0 78,353 55,500 52,040

評価視点 今後の方向性

果樹共済加入面積（a） 11,824 11,824 12,463 12,019

優良果樹苗木導入本数（本） 0 11,358 6,900 7,000

1 2 ③ 4 ① 2 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤

④ ②　レ ① 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

整備促進事業は、法人の規模拡充や新規参入が見込まれる。また、共済加入推進事業は、H27年度の掛金率見直
しにより、H28年度から掛金が上がったため、当初想定していた予算規模を上回る見込みである。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

産地としてのブランド維持や近年のワインに対する関心度の上昇を見込むと、本事業要望が増大することが見込ま
れる。H27年度に、果樹共済加入を要件とする苗木導入補助事業の弱点が判明したことから、Ｈ29年度以降に制度
強化を図るため要項の内容について検討を行う。

第1次評価コメント
個人・小規模ワイナリーまでを対象とするよう見直し、経営規模のある法人については融資や技術の支援等別の支援策を検討
する。予算は前年当初並みとし、要望聴取や交付時期の見直しを図ること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1261

第2次評価コメント 果樹棚、苗木補助の補助率、限度額等の見直しについては、提案のとおり実施すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 　産業振興事業部ブランド観光商工課 職名 事務員 氏名 丸山　昌希 連絡先（内線）

部課等 　産業振興事業部ブランド観光商工課 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）

事務事業名 木曽漆器振興事業 担当課 ブランド観光商工課・産業政策課

概要

対象： 木曽漆器産業従事者、木曽漆器購入者 体系 Ｂ-3-2-2

手段：

特定

需要に合わせた製品開発支援、認知度向上に結びつく事業及び後継者の育成を行う。 新/継 継続

意図： 木曽漆器ブランドを確立する。 区分 ソフト

65,232

65,232

目標値

特定 3,869

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○地場産センターの運営補助
○木曽漆器振興対策事業補助金
○木曽漆芸学院の運営管理

○地場産センターの運営補助
○木曽漆器振興対策事業補助金
○木曽漆芸学院の運営管理

○地場産センターの運営補助
○木曽漆器振興対策事業補助金
○木曽漆芸学院の運営管理

83,052 予算対応

（千円） 83,052 （千円）

36,500 38,000

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

一般 61,363 特定 41,717 一般 41,335

財源

決算額 （千円）

低い
やや
低い

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

38,000

木曽漆器普及拡大事業　申込み件数 14 27 20 11 20 20

木曽漆器祭・奈良井宿場祭　来場者数 38,000 38,000

② 3 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④　 レ ② ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 ③ ⑤　現状維持

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

1

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

「木曽漆器祭・奈良井宿場祭」
･Ｈ29年度は50回目の節目を迎えるため、一つの転機として捉え、今後の漆器振興の方向性を見出す事業が必要である。
「産地活性化プロジェクト」
・平成２８年度に創設した。実際に空き家の調査等を行うと、工房として使用できる空き家が少ないなど課題が浮き彫りになった。空き家
等の活用方法など調整が必要である。
「木曽漆器普及拡大事業」
導入から３年が経過したため交付対象等の検証を行い、より拡大普及を図るため上限の増額等内容の見直しをする必要がある。
「新規販路開拓」
・各事業者、個人に対して木曽漆器の認知度を向上させる為にも、産地として国内外問わず大規模な展示会へ積極的に出展しPRを行
う必要がある。
･新商品開発など物づくりの発想を膨らます機会として、他ジャンルのつくり手、デザイナー等との異業種交流が求められている。
「地場産業振興センター」
・地場産センターの今後のあり方について検討を行っているが、施設の大規模改修も必要であることから、「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」の手続の進め方について県（ものづくり振興課・情報公開法務課）と検討を行い、国（中小企業庁）に打診し
ている状況である。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

・木曽漆器祭・奈良井宿場祭は来年度５０回の節目を迎えるため、記念企画事業等来年度に限り予算の増額が必要である。
・木曽平沢の街の賑わいを創出するために、「産地活性化プロジェクト負担金」で空き家（空きスペース）を改修して活用しているが、次
年度以降継続する必要がある。また、その維持管理費等の予算計上が必要となるため、創造的研究開発事業補助金を削減し、新たに
空き家活用事業を新設することで、予算枠内で対応し産地の課題に取り組む。
・「木曽漆器」のブランドイメージ確立とＰＲを行う為、各ギフトショーへの出展等への予算の計上が引き続き必要となる。
・高度化資金の償還完了に伴い運営補助金は減額となるが、引き続き公益事業に係る運営補助が必要である。

第1次評価コメント
漆器祭負担金の増額、空き家活用事業の増額については認めるが、木曽漆器普及拡大事業負担金については、当初予定どおり3年
間でスクラップ。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

最終評価者 4420

成果

課題

作成担当者 4422

第2次評価コメント
・木曽漆器普及拡大事業負担金は、H29年度までの限定で2,000千円の復活要求を認める。
・木曽漆器に係る各団体への補助負担金については、見直しの検討を進めること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

3

3

２　施策の指標における成果

人

%

ha

%

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 課長 氏名 花岡　昇

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

役割分担の妥当性 ＪＡ及び土地改良区等との連携を図り計画的で適切な事業展開を図っている。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
農家及び農地保有適格法人に対し、農業経営への支援事業と農業生産基盤及び農業施設の維持管理、補修等の事業取り組
みにより農業再生に向け推進を図っている。

事業の重点化
塩尻ワイン大学は開講３年目であり具体的な計画を持つ受講生への充実した支援を実施。農業経営に関する支援は、公平性を
更に確保した制度設計に努める。生産基盤の維持・補修等については、老朽化や緊急性などを的確に判断し計画的な事業推進
を図る。

維持 維持 ⑤
26,005 28,622 予算対応

4 中山間地域等直接支払事業 農政課

維持 維持 ⑤
26,673 25,301 予算対応

3 減渇水対策施設維持管理事業 農政課

維持 維持 ⑤
21,430 7,683 25,000

2 土地改良施設維持管理適正化事業 農政課

○ 拡充 拡大 ①
220,069 190,724 34,732

1 土地改良事業 農政課

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み② 農地の多面的利用の促進

手段
農地、農業用水等の保全・管理のため協働活動の取り組みや、中山間地等における農業生産活動を継続するための取り組みなど、農業の有する多
面的機能の向上を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

△ 縮小 縮小 ⑥
14,346 15,131 予算対応

9 農地流動化促進事業 農業委員会事務局

拡充 維持 ②
4,874 4,878 予算対応

8 農業振興資金等利子補給事業 農政課

維持 縮小 ③
10,875 13,417 予算対応

7 農作物自給率向上事業 農政課

◎ 拡充 維持 ②
7,221 4,811 予算対応

6 農業再生推進事業 産業政策課・農政課

拡充 維持 ②
12,153 12,267 予算対応

5 園芸産地基盤強化等促進事業 農政課

△ 維持 縮小 ③
29,038 30,782 予算対応

4 農業経営体育成支援事業 農政課

維持 縮小 ③
28,000 26,000 20,000

3 農業公社運営事業 農政課

維持 維持 ⑤
15,369 14,718 予算対応

維持 ②
861 4,731 予算対応

2 有害鳥獣駆除対策事業 農政課・森林課

コスト 記号

1 総合６次産業化促進事業 産業政策課・農政課 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果

その他
成果

取り組み① 経営の安定化と耕作放棄地の解消

手段
ICTなどを利用して農業を高度化させるとともに、異業種間連携を促進し、農業経営の収益と効率の改善を支援します。また、農作業の支援事業の実
施、担い手による農地集約化、継承円滑化を促進し、耕作放棄地の解消及び未然防止を図ります。

38.0

市民
農林業を安定して続けられる取り組みが行われていると感じる市
民の割合

― 20.1 13.5 25.0

統計 耕作放棄地等の面積 ― 38.6 19.9

統計 認定農業者数 ― 270 328 300

統計 中核農家等への農地集積率 ― 84.0 83.9 85.0

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 産業振興と就業環境の創出

施策 農業の再生と高度化

目的
農業の担い手に対して、農業経営の生産性の改善、農地の集約化の促進、生産基盤の整備や更新等を支援することで、持続可能な農業の実現に寄
与します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

講師謝礼

ワイナリー等設置事業補助金

その他

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部産業政策課 職名 主事 氏名 若林　智彦 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部産業政策課 職名 課長 氏名 竹村　伸一 連絡先（内線）最終評価者 1275

成果

課題

作成担当者 1276

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

　ナイアガラぺティアンの商品化については、今後、販売体制の構築や既存商品との差別化、ブランド戦略と知
見等の保護について、ワイナリー等関係者に意見を聞きながら検討していく必要がある。ワイナリー等設置事業
補助金は今年度、一件の補助を行った。今後の適正運用のため、具体的な補助対象を示したパンフレット等の
作成が必要である。
　農産物の輸出については、輸出協議会への参加や卸と生産者とのマッチングを行った。ブドウ（ナガノパープル
及びシャインマスカット）の輸出に向けて、価格等未決定の部分が多々あるため、生産者所得が増えるよう調整
が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　ナイアガラぺティアンの流通やブランド戦略の構築等のため、外部識者を交えた会議を行う必要があることか
ら、今年度に引き続き、会議開催に係る経費の予算計上が必要となる。
　輸出協議会負担金12万円（長野県農産物等輸出事業協議会4万円、全国ブドウ産地協議会8万円）について、
協議会を通じた輸出や情報共有及び活用に必要なため、引き続き予算計上が必要となる。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い
やや
高い

拡充 ④ ②　レ ①

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 4 現状維持 ③ ⑤1 2 ③

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

4

農産物等を輸出した農業者 2 2 2 0 4 6

農業参入企業数 0 2 2 3 3

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

財源

決算額 （千円）

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

270

特定 0 一般 861 特定 0 一般 7,585 特定 一般

40

6,995 予算対応

長野県農産物等輸出事業者協議会負担金

（千円） 7,585 （千円）

280

861

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○ネットワーク会議等
○農産物等輸出促進

○ネットワーク会議等
○農産物等輸出促進
○ワイナリー等設置事業補助金

○ネットワーク会議等
○農産物等輸出促進
○ワイナリー等設置事業補助金

産学官連携研究会を設置し、異業種のビジネス手法を農業に転用する。 新/継 新規
意図： 効率性と実効性の高い農業の実現により地域農業の再生と強化を図る。 区分 ソフト

事務事業名 総合６次産業化促進事業 担当課 産業政策課・農政課

概要
対象： 専業農家、ワイナリー、農業法人、製造業者、流通業者、小売業者、実需者 体系 Ｂ-3-3-1
手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

鳥獣被害対策実施隊員報酬 予算対応

有害鳥獣パトロール員賃金

駆除対策協議会負担金

その他事業費

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部森林課 職名 主事 氏名 林　和彦 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部森林課 職名 課長 氏名 嶋崎　豊 連絡先（内線）最終評価者 1285

成果

課題

作成担当者 1284

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

有害鳥獣対策事業補助金を活用した免許取得者数は目標を下回っているが、猟友会員数は前年度より７名増
えている。
免許取得後に補助金の申請について相談にやってくることもあるため、広報等により、事前に制度の周知が必
要。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

狩猟登録に係る経費が改定され、大日本猟友会費が増額となるため、有害鳥獣駆除従事者確保事業補助金
62千円の増

第1次評価コメント 現状の予算枠の中で対応すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤　レ

④ ②　 ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

35 35

7 7

電牧柵、防護ネット設置経費補助件数 30 33 36 18

有害鳥獣駆除従事者確保 1 3 7 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

15,597 特定 251 一般 12,877 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般

15,965 900

財源

予算額 （千円） 15,965

特定 368 一般

2,509

6,787

4,522

（千円） 14,718 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○有害鳥獣の駆除及び鳥獣被害の防
除

○有害鳥獣の駆除及び鳥獣被害の防
除

○有害鳥獣の駆除及び鳥獣被害の防
除

有害鳥獣パトロール員等による巡回と、野生鳥獣の個体数の調整 新/継 継続

意図： 農作物被害を防止し、経営安定を図り、生産意欲向上を図る。 区分 ソフト

事務事業名 有害鳥獣駆除対策事業 担当課 農政課・森林課

概要

対象： 農業者・林業者 体系 B-3-3-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

農業公社運営補助金 農業公社運営補助金 農業公社運営補助金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 樋口　　翔 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 農業公社運営事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○農業公社の運営補助 ○農業公社の運営補助 ○農業公社の運営補助

農業公社の事業遂行のために運営費を補助する。 新/継 継続

意図： 生産農家を支援し、耕作放棄地の解消及び未然防止を図る。 区分 ソフト

（千円） 20,000

財源

決算額 （千円） 28,000

28,000

特定 一般 28,000 特定 0

（千円） 26,000

一般 26,000 特定 0 一般 20,000

26,000 20,000

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

H29
評価指標

H27 H28

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

32,000

大豆、そば等の作付面積（ha） 46.8 50 50 50

農作業の受託時間（h） 35,896 32,000 32,000

加工品の売り上げ（千円） 16,348 12,000 12,000 12,000

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③　レ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 ② 3 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

年々管理面積が増えており充分な圃場管理ができないため、雑草等の管理が行き届かない。今後も新たな就農
者や参入企業の誘致による管理農地の移譲が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

H22年度に発足した農業公社は、立ち上げから6年が経過し、事業展開や運営面においても安定している。しかし
ながら、両ＪＡにおいても近年法人を立ち上げ事業展開を行っており、それらとの兼ね合いを図る中で、Ｈ30年度
以降段階的に補助金額を削減していく方向で検討する。

第1次評価コメント JA職員の負担金等のあり方を見直して、運営補助金を削減すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1263

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

青年就農給付金 青年就農給付金

予算対応

新規就農者補助金 新規就農者補助金

農産加工所管理費 農産加工所管理費

その他経費 その他経費

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 稲葉　雅哉 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 農業経営体育成支援事業 担当課 農政課

概要

対象： 新規就農者、農業振興団体、農業生産法人、農業者 体系 B-3-3-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○新規就農者支援
○農業振興団体育成
○共同利用機械施設導入支援

○新規就農者支援
○農業振興団体育成
○共同利用機械施設導入支援

○新規就農者支援
○農業振興団体育成
○共同利用機械施設導入支援

農業の担い手不足の解消、地産地消の推進、農地の集約のために、農業関係者に
各種の支援、農産物加工所維持管理を行う。

新/継 継続

意図： 地域農業の持続的発展と振興を図る 区分 ソフト

（千円） 30,502 （千円）

15,000 15,750

29,038

一般

3,357

810 7,210

490 517

7,365 共同利用機械施設等導入事業補助金

財源

決算額 （千円）

共同利用機械施設等導入事業補助金

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

3,668

特定 15,710 一般 13,328 特定 16,562 一般 13,940

5,373

特定

5

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

9

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

5

農業担い手育成対策事業件数 0 1 3 12 3 3

共同利用機械・施設等導入事業件数 2 4 5 4

新規就農者の確保（青年就農給付金受給等） 10 10 10 11 11

拡充 ④ ②　 ①　

1 ② 3 4 1 ② 3 4 4 現状維持 ③　レ ⑤1 ② 3

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い
やや
高い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

共同利用機械施設等導入補助事業については、農業法人の利用が増加しており、本来の集落営農組織化、共
同利用の趣旨が薄れてきていることから、対象者を絞り込むなどの要件の見直し等が必要である。H28からJAに
よる新規就農者に対する支援策が増えたため、JAとの更なる連携強化が必要となっている。また、新規就農者
が孤立しないよう、新規就農者同士のネットワークを広げる施策が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

共同利用機械施設等導入補助事業は、H29年度をもって廃止とする。再度、事業の趣旨や対象者を明確化し、
新たな制度の構築に向けて検討を行う。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1261

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

野菜価格安定事業補助金 野菜価格安定事業補助金

風食防止対策協議会負担金 風食防止対策協議会負担金 予算対応

農地地力向上対策事業補助金 農地地力向上対策事業補助金

防薬ネット設置事業補助金 防薬ネット設置事業補助金

環境保全型農業直接支払事業補助金 環境保全型農業直接支払事業補助金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 倉科　涼 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 園芸産地基盤強化等促進事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○野菜価格安定事業
○農地地力向上事業
○環境保全型農業直接支援事業

○野菜価格安定事業
○農地地力向上事業
○環境保全型農業直接支援事業

○野菜価格安定事業
○農地地力向上事業
○環境保全型農業直接支援事業

持続可能な産地を形成し、経営安定を図るために必要な経費を補助する。 新/継 継続

意図： 優良な産地を形成し、農業経営を安定させる。 区分 ソフト

1,642

227 225

（千円） 12,267 （千円）

9,000 9,000

12,153

200
財源

決算額 （千円）

実績値
（事後評価）

目標値

1,200

特定 808 一般 11,345 特定 900 一般 11,367

1,078

特定 一般

200

1,648

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

3,700

レタス根腐病発生調査 2 2 2 1 3 3

両JAの野菜の特定品目総取扱量（千ケース） 3,057 3,600 3,650

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ ③4 現状維持4 ⑤　1 ② 3

縮小 ⑥低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

土壌の風食防止対策については抜本的な解決策が確立されていないことから、現状で取組可能な対策を徹底
する。土ぼこりによる交通事故等の発生が懸念されていることから、責任の所在と対応の明確化を検討する必
要がある。また、果樹栽培が野菜栽培地域においても広がりを見せているため、ドリフト防止対策の徹底を図る
必要がある。

低い
やや
高い

高い

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
農業者の経営安定を図るため、継続性が重要な事業であることから、現状維持の予算計上としたい。

第1次評価コメント
野菜価格安定事業補助金は、毎年一定せず、JAとの負担割合も含めて生産量の実績に応じ適正となるよう見直しを検討
すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1262

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

ワイン銘醸地振興事業 ワイン銘醸地振興事業

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 上條　奈緒 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1261

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

H29年度に実施予定のインターン研修受入先の調整等が必要となっている。また、ワイン大学受講生卒業後の
起業及び就労支援体制の充実が課題となっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

H28年度当初の時点で既に11名が市内に新規就農するなど、担い手育成に寄与していることから、今後も予算
規模の維持が必要である。

第1次評価コメント ワイン大学の卒業生の支援体制について検討していくこと。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

③ 4 1 ② 3 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①

1 2 ③ 4 1 2 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

ワイナリー開業を目指す新規就農者数 0 3 5 4 7

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

10

5,752 特定 一般

1,870

3,121 3,882

財源

決算額 （千円） 7,221

ワインインキュベーション推進
事業
【地方創生交付金】

4,100
農業再生ﾈｯﾄﾜｰｸ会議

0特定 4,100 一般 3,121 特定

（千円） 5,752 （千円）

一般

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○塩尻ワイン大学開講
○ワイン銘醸地振興事業

○塩尻ワイン大学開講
○ワイン銘醸地振興事業
○ネットワーク会議等開催

○塩尻ワイン大学開講
○ワイン銘醸地振興事業
○ネットワーク会議等開催

塩尻ワイン大学、ワイン銘醸地振興事業（ぶどう・ワインの品質向上） 新/継 拡大

意図：
担い手の確保育成及びぶどう、ワインの品質向上によりワイン産地の維持発展を図
る。

区分 ソフト

事務事業名 農業再生推進事業 担当課 農政課

概要

対象： 果樹農家、ワイナリー、塩尻ワイン大学受講生 体系 Ｂ-3-3-1
手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

農地再生支援補助金 農地再生支援補助金

直接支払推進事業補助金 直接支払推進事業補助金 予算対応

畑作物作付補助金 畑作物作付補助金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 樋口　　翔 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○経営所得安定対策直接支払推進事
業
○信州ひすいそば導入支援
○農地再生事業補助金

○経営所得安定対策直接支払推進事
業
○信州ひすいそば導入支援
○農地再生事業補助金
○畑作物作付補助金

○経営所得安定対策直接支払推進事
業

米の需給調整をするために経営所得安定対策事業を行うとともに、荒廃農地を解消
する事業を補助

新/継

事務事業名 農作物自給率向上事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-1

手段： 継続

意図： 米の需給調整、遊休荒廃農地を再生するため 区分 ソフト

9,069

信州ひすいそば導入支援補助金 258 519

（千円） （千円）

56 480

決算額 （千円） 10,875

6,769

特定 9,069 一般 4,348

1,671

特定 一般4,106

1,032

賃金・需用費等 2,121

信州ひすいそば導入支援補助金

賃金・需用費等 2,317

財源

目標値

農地再生事業による荒廃農地解消面積（ha） 1.5 1.5 2 0 2

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

2

特定 6,769 一般

15

2 4

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

③　レ ⑤現状維持

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性

低い
やや
低い

-信州ひすいそば作付面積（ha） 11.4 12 10 14

やや
高い

やや
低い

やや
高い

高い 縮小

効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 1 ③

⑥高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

農地再生支援補助金については、広報への掲載や農地パトロールの際に農業者への周知を図っているが、個人
の場合自己負担が大きくなるという理由から利用が少ない。できるだけ法人や集落営農組織などへの農地集積
を促し、融資制度などを活用することで個人の負担を分散できる方法を紹介していく必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

H29年度より国庫補助金の対象が人・農地プランの中心経営体等に位置づけられた農業者に限定されたことに
より、市単再生事業活用の件数が増える可能性がある。現状維持若しくは増額が望ましい。ひすいそば導入支
援補助金については、塩尻生まれ塩尻育ちの品種であることから廃止をせず、補助率を見直し継続する。

第1次評価コメント 信州ひすいそば導入支援補助金は、目標を達成したので、当初の予定どおり、3年間でスクラップすること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑦総合評価判定 総合評価 休廃止

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1263

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

農業振興資金利子補給金 農業振興資金利子補給金

農業経営基盤強化資金利子 農業経営基盤強化資金利子 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 稲葉　雅哉 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 農業振興資金利子補給事業 担当 農政課

概要

対象： 農業協同組合の組合員、認定農業者 体系 B-3-3-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○農業振興資金利子補給
○農業経営基盤強化資金利子補給

○農業振興資金利子補給
○農業経営基盤強化資金利子補給

○農業振興資金利子補給
○農業経営基盤強化資金利子補給

農業者が経営の規模や効率化を図るために借入れる融資の利子補給を行う。 新/継 継続

意図： 経営改善を図る融資の利用を促進する。 区分 ソフト

3,427 3,525

財源

決算額 （千円） 4,874

1,447

特定 441 一般

1,262

（千円） 4,787 （千円）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

5,528 特定 402 一般 4,385 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般

10 10

農業経営基盤強化資金借り入れ件数 15 14 10 9

農業振興資金借入れ件数 7 9 10 6

評価視点 今後の方向性

9 10

1 ② 3 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤　

④ ②　レ ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

H27年度までJA洗馬の金利3.5％に対し、JA塩尻市の金利が2.5％（市利子補給2.5％）であったことから、JA洗馬
の利用率がJA塩尻市に比べて低い状況であったが、H28年度からJA洗馬の金利が2.5%に下がったため、JA洗馬
の利用率が増加している。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）
事務の煩雑を鑑み、より効果的な支援策として、利子補給から補償料への補助へ切り替える。

第1次評価コメント 要求事項どおり、制度の効率化に努めること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1261

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 農業委員会事務局 職名 局長補佐 氏名 小松　一之 連絡先（内線）

部課等 農業委員会事務局 職名 事務局長 氏名 太田　　清 連絡先（内線）最終評価者 1270

成果

課題

作成担当者 1271

第2次評価コメント 提案どおり実施すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　農家の経営規模縮小や離農者の増による貸付地の増加によって、賃借料は年々減少傾向となっているた
め、奨励金額の見直しの必要性が生じている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　利用権設定（農業経営基盤強化促進法）による賃借料を基に、奨励金額を見直し、実態に近づけることが必
要となる。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤

④ ②　 ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥　レ

1 ② ③ 4 1 ② ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

奨励金交付対象面積数(ha) 100 131 138 130

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

目標値

一般

150 150

H28 H29

中間値
（事中評価）

14,346 特定 0 一般 13,634 特定

財源

決算額 （千円） 14,346

14,346

特定 0 一般

（千円） 13,634 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○中核農家等育成規模拡大事業奨励
金交付

○中核農家等育成規模拡大事業奨励
金交付

○中核農家等育成規模拡大事業奨励
金交付

農用地利用集積計画(利用権設定)の促進と中核農家等育成規模拡大事業奨励金
の交付

新/継 継続

意図： 農業者等の経営の安定化と耕作放棄地の解消及び未然防止 区分 ソフト

事務事業名 農地流動化促進事業 担当課 農業委員会事務局

概要

対象： 農地を利用権設定した借り手中核農家等 体系 B-3-3-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

地域ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

農村災害防災事業

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長補佐 氏名 吉村　正次 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 土地改良事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○農業農村基盤整備
○農業水利施設保全合理化事業
○事業計画作成（片丘地区）
○県営事業負担金
　農道整備（洗馬農道）
　農村災害（本村堰）
○多面的機能交付金
○地元負担軽減補助金
○国営かんがい排水事業繰上償還

○農業農村基盤整備
○農業水利施設保金合理化
○多面的機能交付金
○地元負担軽減補助金

○農業農村基盤整備
○多面的機能交付金
○地元負担軽減補助金

農業生産基盤である施設整備を計画的に実施する。また県や土地改良区が実施す
る事業に対する支援をおこなう。

新/継 継続

意図： 農業施設の整備及び土地改良区への支援により、農業経営の安定が図られる。 区分 ハード

（千円） 190,724 （千円） 34,732決算額 （千円） 220,069

22,000農業農村基盤整備事業

220,069 190,724 12,000

一般 96,396 特定 32,920 一般 1,812

財源

特定 119,963 一般 100,106 特定 94,328

※その他の事業は予算対応

732

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

25

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

1

農業基盤整備工事要望箇所の実施件数 9 23 25 6 25

県営事業負担金の実施件数 3 3 3 2 2

9

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

多面的機能交付金の実施箇所 8 9 8 9 9

④ ② ①　レ

1 2 ③ 4 1 ② 3 ③4 現状維持4 ⑤1 ② 3

縮小 ⑥低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

基盤整備工事の補助分については、地元要望は増えているが国の内示額が7％であったため、実施できる補助
事業箇所が減ってしまった。また、多面的機能支払交付金事業については、新たに2地区から要望があり、その
ため4割増となる見込みである。

低い
やや
高い

高い

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

基盤整備工事の補助分については、地元要望もあるためH28年度対応ができなかった分も含めH29年度予定箇所と
併せて要望する。県と相談しながらより有利な事業に振り替え対応したい。多面的機能交付金支払事業は、中信平右
岸地区698ha、宗賀南部地区14haの増により、29,256千円（一般財源事業費の1/4　7,314千円）増額の予定である。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1265

第2次評価コメント
・提案どおり実施すること。
・予算編成までに土地改良事業地元負担金等軽減補助金と合わせて、当該事業に係る市の負担分を整理すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

高圧受電設備等

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 土地改良施設維持管理適正化事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○青木沢中継機場
○東山揚水機場
○東山第２送水機場
　ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ等更新
○平成27年度拠出金

　塩尻送水機場ポンプ更新
○平成28年度拠出金

○勝弦揚水機場
　高圧受電、ポンプ制御盤更新
○平成29年度拠出金

土地改良施設の機能診断実施と、施設の改修・更新の実施及び事業拠出金の支払 新/継 継続

意図：
土地改良施設の機能診断実施による、計画的な施設の改修・更新の実施により、施
設の機能保持と耐用年数の確保が図られる。

区分 ハード

財源

決算額 （千円） 21,430

21,430

特定 16,920 一般 4,510 特定 5,400

（千円） 7,683 （千円） 25,000

25,000

7,683

一般 2,283 特定 22,400 一般 2,600

※その他の事業は予算対応

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

施設の維持管理適正化取り組み件数 3 3 3 1 1

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

1

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　 ①　

1 2 3 ④ 1 2 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

③ 4 1 2 ③ 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

施設整備（補修・改修・更新）の事業費200万円以上を対象とする事業であり、要件に満たない施設の整備は、別
事業で取り組む必要がある。また、国補助事業の採択率が低いため、年々要望が増加傾向にあることから、事業
実施そのものが難しくなってきている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
施設整備計画に基づいた予算計上を継続したい。

第1次評価コメント 計画どおり。

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 主査 浜　　由香 1265



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 減渇水対策施設維持管理事業 担当課 農政課

概要

対象： 農業者 体系 B-3-3-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○電気料
○施設管理委託料
○施設整備工事
○その他

○電気料
○施設管理委託料
○施設整備工事
○その他

○電気料
○施設管理委託料
○施設整備工事
○その他

減渇水対策施設の維持管理及び減渇水対策関係地区への送水及び水利調整委託 新/継 継続

意図： 減渇水対策関係地区への農業用水の安定供給が図られる。 区分 ソフト

25,301

（千円） 25,301 （千円）決算額 （千円） 26,673

26,673

特定 0 一般 26,673 特定 0 一般 25,301 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

財源

目標値

ため池への安定送水に取り組む　箇所 17 17 17 17 17

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

17

⑤　レ

低い
やや
低い

1 ② 3 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 ② 3 4 1 2 3 ④ ③現状維持

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

水利調整委託先と適時にポンプを停止する等電気料の節減に努めている。施設の老朽化に伴う揚送水機能低
下等により、当初予算額を上回る電気料金が2年連続で発生していたが、H28年度は配水管の改良や管理の徹
底などにより、減少傾向にある。施設の老朽化が目に見えて進んでおり、施設の維持管理が課題となっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

電気料については、みどり湖の渇水対策を踏まえて、H27年度の決算額ベースでH29年度当初予算を計上した
い。　また、施設管理委託料についてはH30以降を目途に減額の検討をしていく。

第1次評価コメント －

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 主査 浜　　由香 1265



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 樋口　　翔 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 中山間地域等直接支払事業 担当課 農政課

概要

対象： 中山間地域に農地を持つ農業者と景観保全を望む市民 体系 B-3-3-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○中山間地域等直接支払交付金 ○中山間地域等直接支払交付金 ○中山間地域等直接支払交付金

中山間地域で、持続的な農業生産活動を行う団体に交付金を交付する。 新/継 継続

意図： 耕作放棄地の発生防止と農業の多面的機能の保持を図る。 区分 ソフト

（千円） 28,622 （千円）

8,820 特定 18,834 一般 9,788 特定

財源

決算額 （千円） 26,005

26,005

特定 17,185 一般

28,622

実績値
（事後評価）

目標値

一般

19 19

H28 H29

中間値
（事中評価）

活動集落数 19 19 19 19

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

135 135

評価視点 今後の方向性

425 425

交付対象面積（ha) 150 135 150.8

参加農家数 440 425 439

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤ レ

④ ② ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
特になし。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

H27年度にH31年度までの第4期対策集落協定を締結。これに基づく継続した活動を行うこととされているため、
H29年度予算はH28年度実績と同額とする。毎年6月に集落代表者が集落協定の変更事項を市に報告することと
されており、その際、面積の増加等があった場合は補正対応としたい。

第1次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1263

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

3

4

２　施策の指標における成果

人

%

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 副事業部長 氏名 竹村　伸一

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 産業振興と就業環境の創出

施策 多様な就業環境の創出

目的
都市部の地方移住希望者や本市出身者等に対して、U・Iターンの促進と市内企業の人材育成の支援を行うことで、産業の担い手である人材の確保を
図ります。また、就労意向をもちながらも就労機会を得られていない市民に対して、スキルアップや創業支援等の支援を行います。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 Uターン、Iターンの移住者数(県相談窓口経由) 1（H23-25) ― ―

成果

その他
成果

取り組み① U・Iターン促進と人材育成の推進

手段
市内企業の求人や転出した学生の情報を収集することに加え、地方定住のメリットを生かした広報活動を行います。市内企業の長期的な人材育成を
効果的・効率的に支援します。

6

市民
就業機会の創出や意識啓発など雇用・就労対策が充実していると
感じる市民の割合

― 18.3 13.1 25.0

2 実践型雇用創造事業 産業政策課

コスト 記号

1 雇用対策事業（U・Iターン、人材育成） 産業政策課 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29

74,321
○ 拡充 縮小 ④

20,874 76,956 予算対応

維持 ②
13,231 18,500 3,300

維持 維持 ⑤
77,106 65,306 予算対応

3 労働者福祉対策事業 産業政策課

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み② 女性の就労支援

手段 情報技術や農業等の分野での、人材育成、創業支援などにより女性の多様な就労機会を創出します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

拡充 維持 ②
9,868 6,898 8,000

1 雇用対策事業（子育て世代の就労支援） 産業政策課

役割分担の妥当性
　市内大手企業と連携して人材育成の拠点を構築する中で、若者世代の就労、定住に向けて、市内外からの人材確保と育成を
図る。また、地域雇用創造事業を促進する中で求職者のスキルアップを支援するとともに、ハローワークや県と連携して市内企
業へのダイバシティを啓発して就労環境の改善を進め市内企業への就労促進を図る。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　市内への就労希望者や市外に転出した学生などに、市内企業の求人情報に併せて本市の魅力を発信し、市内へのUIターンの
促進を図るとともに、インターンシップや就労体験を通じて、市内企業への就労を促進し市内への定住、移住につなげる。

事業の重点化
　引き続き国から採択を受けた「実践型地域雇用創造事業」を通じてICT関連産業や観光産業における事業者や求職者の人材
育成、マッチングにより、雇用創出、雇用確保を図る。また、大手企業と連携する中で、有能な人材集積に向けて市内外の人材
育成の拠点施設の構築を図る。



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

ふるさとハローワーク運営

若年者就業サポート 若者雇用促進事業

労務対策協議会補助金 就労準備支援事業事前検討

プロフェッショナル人材還流 ※その他の事業費は予算対応

実践型インターンシップ

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 雇用対策事業（Ｕ・Ｉターン、人材育成） 担当課 産業政策課

概要

対象： 求職者 体系 Ｂ-3-4-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○ふるさとハローワークの運営
○労務対策協議会の支援
○プロフェッショナル人材還流事業
○実践型インターンシップ

○ふるさとハローワークの運営
○労務対策協議会の支援
○プロフェッショナル人材還流事業
○実践型インターンシップ

求職ニーズがミスマッチする課題があるため、きめ細やかな対応と求職者のスキル
アップを図る。

新/継 継続

意図： 安定した雇用を確保する 区分 ソフト

○ふるさとハローワークの運営
○労務対策協議会の支援
○プロフェッショナル人材還流事業
○実践型インターンシップ

3,000

財源

決算額 （千円） 13,231

13,231

特定 10,000 一般

3,000 3,300

4,000

10,500

（千円） 20,552 （千円） 3,300

2,052 3,000

1,000 0

3,000

0 一般 3,30013,231 特定 8,500 一般 12,052 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

塩尻市労務対策協議会会員数 35 35 36 38 40

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

44

20

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受入企業数(累計) 0 6 6 11 12 18

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材ﾏｯﾁﾝｸﾞ件数(累計) 0 0 0 1 10

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①　

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 ② 3 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　しおじりサポステと若年者就業サポートにおける支援機関の中信地区若者就労支援ネットワーク会議を年１回
から定期開催とし、支援機関の連携強化を図る。生活困窮者自立支援法を受け、本市のおける就労準備支援
事業（まいさぽからの依頼受け、就業訓練を実施し、再びまいさぽへ渡す）の検討を福祉課と進める。プロフェッ
ショナル人材還流における首都圏プロモーションとサイト構築を実施する。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　特にありません

第1次評価コメント 地方創生事業として継続し、モデルケースの創出に向けて推進すること。

最終評価者 産業振興事業部産業政策課 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部産業政策課 課長補佐 古畑　久哉 1277



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

費用弁償 費用弁償

食料費 食料費

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 実践型雇用創造事業 担当課 産業政策課

概要

対象： 求職者 体系 Ｂ-3-4-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○雇用創造事業計画の策定 ○雇用促進事業の展開 ○雇用促進事業の展開

課題解決型の雇用創造事業計画を策定、これに基づく雇用促進事業を実践する 新/継 新規

意図： 地域における雇用課題の解決を図る。 区分 ソフト

76,877 74,242

財源

決算額 （千円） 20,448

20,448

特定

41 41

29 29

9 9

（千円） 76,956 （千円） 74,321

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

19,874 一般 574 特定 76,877 一般

実績値
（事後評価）

目標値実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

79 特定 74,242 一般 79

60

委員報酬

雇用創造協議会負担金 雇用創造協議会負担金

委員報酬

95

新規雇用創出者数 0 25 16 8 60

「人材育成セミナー」の受講者数 0 13 20 44 95

③ ⑤

低い
やや
低い

4 1 ② 3

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④　レ ② ①

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止

やや
低い

やや
高い

高い 低い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　雇用情勢が改善する中、「求職者向けセミナー」の受講者の確保に苦慮している。また受講者が就職に直接
結びつくケースについても、厳しい状態が続いている。また「事業主向けセミナー」についても同様に、事業主の
日々の業務が忙しいこともあり、夜の講座開催等工夫をしているものの、受講者の確保に苦慮している。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　本事業である「実践型地域雇用創造事業」は厚生労働省の平成２７年度から２９年度までの委託事業であり、
予算も10/10確保されていることから、引続き協議会職員と連携し、アウトカム達成に向けた取り組みを実施す
る必要がある。

第1次評価コメント 設定したKPIをクリアできるよう改善に努めること。

最終評価者 産業振興事業部産業政策課 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部産業政策課 主任 村上　洋一 1278



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

サービスセンター運営補助 予算対応

住宅建設資金利子補給

勤労者福祉資金預託金

その他

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 労働者福祉対策事業 担当課 産業政策課

概要

対象： 中小零細企業の勤労者 体系 Ｂ-3-4-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○勤労者福祉サービスセンターの運営補
助
○勤労者住宅等購入資金の利子補給
○労働者福祉資金の貸付

○勤労者福祉サービスセンターの運営補
助
○勤労者住宅等購入資金の利子補給
○労働者福祉資金の貸付

○勤労者福祉サービスセンターの運営補
助
○勤労者住宅等購入資金の利子補給
○労働者福祉資金の貸付

中小零細企業の福利厚生を補完する支援を行う 新/継 継続

意図： 勤労者の生活の質を維持・向上させる 区分 ソフト

2,196

50,000

5,110

（千円） 65,306 （千円）

8,000

77,106

77,106

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

14,733 特定 52,373 一般 12,933 特定

財源

決算額 （千円）

特定 62,373 一般

実績値
（事後評価）

目標値

単年度内の勤労者福祉資金融資あっせん件数 4 19 10 4 10

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

10

⑤  レ

低い
やや
低い

1 2 ③ 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ ③現状維持

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

高い 低い
やや
低い

4

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　Ｈ２７年８月に貸付利率の引下げ、融資枠の拡大などを実施し昨年度後半は利用者数が増加したものの、今
年度に入り勤労者福祉資金融資あっせん件数は前年並みとなっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　勤労者福祉資金融資あっせん実績に基づき、預託金の減額及び預託方法について検討する。

第1次評価コメント －

1275最終評価者 産業振興事業部産業政策課 課長 竹村　伸一

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部産業政策課 主任 村上　洋一 1278



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

【Ｈ26国補正】

子育て世代就労支援事業

Ｓｅｅｄ試行（既設予算内対応） Ｓｅeｄ

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 雇用対策事業（子育て世代の就労支援） 担当課 産業政策課

概要

対象： 子育て専従から就労を目指す女性 体系 Ｂ-3-4-2

手段：

0

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○子育て世代の就労支援事業

きめ細やかな対応による求職ニーズのミスマッチ解消と求職者のスキルアップを支
援する

新/継 継続

意図： 女性の安定した雇用の場を確保する 区分 ソフト

○子育て世代の就労支援事業 ○子育て世代の就労支援事業

12,000

0

6,8989,208 7,000

5,000

17,687 8,000

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

財源

決算額 （千円）

特定 9,208 一般

（千円） 24,585 （千円） 8,000

女性就労支援事業（繰越）

4,000 一般 8,000

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性

300「子春日和」「Ｓｅｅｄ」登録者数 161 215 200 227 250

効率性

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持

成
果
の
方
向
性

拡充

総合評価判定 総合評価 休廃止

4

低い
やや
低い

やや
高い

① 2 3

④ ②　レ ①　

⑥

③ ⑤　

コスト投入の方向性

⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小

1275最終評価者 産業振興事業産業政策課 課長 竹村　伸一

成果

課題

作成担当者 産業振興事業産業政策課 課長補佐 古畑　久哉 1277

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　女性就労支援事業は様々な障壁のある市民（子育て女性、介護、障がい者、ニートなど）に幅広く対応すべ
く、整備された基盤を拡充し、テレワークや在宅就労支援に特化していく。また子春日和登録者が現在も増加状
態であるが、様々な女性が登録しているため、就労、復職にターゲットを絞った仕組みを構築することが急務で
ある。

次世代技術開発技術促進事業

「Ｓｅｅｄ」インターンシップ実施者数 150

評価指標
H27 H28 H29

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　子春日和のターゲットを選定するため、民間活力導入事業第１期ミチカラで提案のあった子育て女性の復職
支援「Ｓｅｅd」を今年度後期は、男女共同参画・人権課と共同して試行する予定である。就労セミナー実施後は、
企業インターンシップ、短時間勤務の業務切り出しなどにより就労のミスマッチを解消する。子春日和会員の実
態を反映し、セミナー、インターンシップは託児対応が必要である。なお財源は内閣府地域女性活躍推進交付
金（8/10）を活用予定。

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

0 特定 24,585 一般 0 特定

第2次評価コメント －

第1次評価コメント 要求事項どおり、各事業を推進すること。

現状維持 拡大

やや
低い

やや
高い

高い 低い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

4

1

２　施策の指標における成果

円

人

人

人

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部ブランド観光商工課 職名 課長 氏名 上條　吉直

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
観光振興ビジョン及び地域ブランド戦略において交流人口の拡大は重要な取り組みとなっている。更に近年増加している外国人
旅行者への情報提供環境の整備を計画的に進めている。また、旅行者への選択肢の提供として広域エリアでの情報発信をする
ことで相乗効果を生み出していく必要がある。

事業の重点化
訪問客に対する情報や案内の充実を図るため観光サインの整備を計画的に推進する。市民の本市に対する愛着と誇りを醸成す
るための効果的なイベントの実施。広域観光を推進するため銀座ＮＡＧＡＮＯや新宿駅観光案内所を活用した情報提供と来年度
実施の信州ＤＣキャンペーンとの連携を図り来訪客の増加を図る。

2 広域観光推進事業 ブランド観光商工課

役割分担の妥当性
広域観光宣伝協議会や観光連盟、ＪＲ等との連携を充実し面的な観光宣伝の強化と交流人口の増加を目指している。（一社）塩
尻市観光協会との連携強化と役割の明確化を行い効果的事業運営を図る。

施策指標の分析

成果 コスト 記号

○ 拡充 維持 ②
7,148 8,538 予算対応

1 観光振興事業 ブランド観光商工課

手段
滞在している地域資源を掘り起こし磨き上げて、誘客や市民交流に活用するための支援を行います。また、近隣の自治体と連携し、域内への来訪者と
滞在時間の増加を図るとともに、国際化に対応した環境を整えます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28

◎ 維持 維持 ⑤
39,021 61,275 予算対応

H29

維持 ②
21,440 61,275 9,000

取り組み② 観光資源の発掘と活用の支援

1 観光施設整備事業 ブランド観光商工課 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29

その他
成果

取り組み① 集客核の環境整備の推進

手段 本市の観光の核となるエリアや施設等について、滞留、滞在時間の延長につながる施設整備や既存施設の修繕等を推進します。

30.0

市民
外国人も含めた観光客のおもてなし、受入体制が整っていると感じ
る市民の割合

- 13.7 12.5 15.0

市民
塩尻市の特徴を生かした観光メニューが充実していると感じる市民
の割合

- 27.4 37.0

14,000千

統計 外国人宿泊者数（奈良井宿） 1,000 1,000 1,000 1,200

統計 交流人口（広域観光客入込数） 13,184千 13,487千 -

統計 観光消費額（地点別） 902,986千 848,871千 918,210千 950,000千

統計 交流人口（観光客入込数） 1,002 870千 940千 1,050千

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 地域資源を生かした交流の推進

施策 観光産業の育成･支援

目的
集客核となる地域資源に対して、施設やインフラの整備及び修繕を行うとともに、地域資源の掘り起こし、観光客と市民の交流支援、国際化への対応
等を行うことで、外国人も含めた観光客の市内への滞在時間の延伸を図ります。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

観光サイン整備工事

みどり湖釣桟橋改修工事

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 係長 氏名 手塚　寿利 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4420

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4423

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

みどり湖の耐震工事が始まり釣り場の利用を休止している。平成３１年の供用開始に合わせ、みどり湖を核とし
た周辺観光事業を計画的に進める必要がある。
サインについては、増加傾向にある訪日外国人に分かりやすい誘導が出来るよう整備する必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
平成２９年度は、つり桟橋工事をみどり湖の耐震工事に合わせ実施する。

第1次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

縮小 ⑥やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

③ 4 1 ② ③ 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①

1 2 ③ 4 1 2 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

5観光サイン整備（計画実施率） 30% 5

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

観光サイン整備計画 30% 100% 100%

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 一般 9,00021,440 特定 41,900 一般 19,375 特定

61,275 8,000

（千円） 61,275 （千円） 9,000

1,000

財源

決算額 （千円） 21,440

21,440

特定 一般

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○観光サイン整備 ○観光サイン整備
○ＷｉＦｉアクセス環境整備
○センター用地取得
○駅前広場整備

○観光サイン整備
○みどり湖釣桟橋改修工事

地域住民との連携による計画策定、施設台帳の整備及び改修計画の策定・実行、既
存の施設の機能強化

新/継 新規

意図： 魅力ある観光地、選ばれる観光地として施設の健全な維持管理を行う。 区分 ハード

事務事業名 観光施設整備事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 観光施設利用者 体系 B-4-1-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 近川　勝章 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4420

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4424

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

各種イベントの開催に合わせた観光協会との連携の強化、役割の明確化を行うことで両者の強みを生かした事
業運営の充実を図ることが求められる。
増加傾向にある訪日外国人観光客に対応するため、インバウンド受入れ体制の充実が求められる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

・広告掲載はＰＲ効果を検証する中で、効果的なＰＲにつながるよう計画していきたい。
・インバウンド対応を中心とした、新宿駅観光案内所を活用する観光情報発信の継続的実施を行う。

第1次評価コメント Pepper君の管理運用に課題があるので、理事者ヒアリングまでに精査し、提案できるか検討すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤　レ

④ ②　 ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

13 13

20 20

松本山雅FC戦観光PR 5 5 13 6

メディア掲載回数 11 19 20 15

イベント　来場者数（草競馬、そば切り） 7500 20,500 16,000 7,500

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

目標値

一般

16,000 16,000

H28 H29

中間値
（事中評価）

39,021 特定 60 一般 59,394 特定

財源

決算額 （千円） 39,021

39,021

特定 一般

59,454 予算対応

（千円） 59,454 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○観光事業委託料
○観光振興イベント推進活動
○誘客宣伝促進活動
○松本山雅FCを活用した誘客宣伝

○観光事業委託料
○観光振興イベント推進活動
○誘客宣伝促進活動
○松本山雅FCを活用した誘客宣伝

○観光事業委託料
○観光振興イベント推進活動
○誘客宣伝促進活動
○松本山雅FCを活用した誘客宣伝

観光協会を官民連携・協働の中心的存在として様々な誘客イベントを仕掛け、広く塩
尻市を発信する。

新/継 継続

意図： 塩尻市の魅力を広く発信し、交流人口の増加及び経済活動の活発化を図る。 区分 ソフト

事務事業名 観光振興事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 市民及び来訪者 体系 B-4-1-2

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 近川　勝章 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4420

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4423

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

広域連携で実施するキャンペーンやイベント出展は、誘客にとって重要なものとなる。来年度は、信州ディスティ
ネーションキャンペーンの年であり、更に広域的な連携が求められる。しかし、広域関連でのキャンペーンへの
出展は、各協議会の開催日程等の重複もあり、計画的に参加していく必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

平成29年度実施の信州ＤＣに係る積極的なＰＲ活動の実施や、各協議会参加のキャンペーンとイベントへの計
画的な参加を行うことで、効率的な観光誘客につなげたい。
木曽地域文化遺産活性化協議会（日本遺産/１市、３町、３村）による広域的な誘客に向け、本協議会への負担
金が新たに発生する。
信州まつもと空港の国際化に向けたプロジェクトチームが設置され、空港の利用促進と発展に向けた取り組み
を行っていく。

第1次評価コメント 包括予算の枠の中で対応すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤

④ ② 　レ ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

広域観光PR日数 25 53 40 44

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

目標値

一般

40 40

H28 H29

中間値
（事中評価）

7,873 特定 0 一般 8,538 特定

財源

決算額 （千円） 7,873

7,873

特定 0 一般

8,538 予算対応

（千円） 8,538 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○信州まつもと空港利用促進負担金
○木曽観光連盟負担金
○日本アルプス観光連盟負担金

○信州まつもと空港利用促進負担金
○木曽観光連盟負担金
○日本アルプス観光連盟負担金
○信州ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ負担金

○信州まつもと空港利用促進負担金
○木曽観光連盟負担金
○日本アルプス観光連盟負担金
○信州ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷﾝﾍﾟｰﾝ負担金

各種広域団体に負担金を支出し、各団体によりそれぞれ誘客促進のためのツール作
成やイベント等を実施する

新/継 維持

意図：
広域的な観光素材を有機的に結びつけ、来訪意欲の動機付けとしての誘客宣伝を
行い、経済効果を誘発する。

区分 ソフト

事務事業名 広域観光推進事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 市外から訪れる観光客、近隣の自治体、関係団体 体系 B-4-1-2

手段：



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

4

2

２　施策の指標における成果

％

％

％

人

人

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 農政課長 氏名 花岡　昇

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

役割分担の妥当性 各種事業開催の実行委員会や商工団体等と役割分担を図り効果的で効率的な事業運営を推進している。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
都市住民に本市への興味を持って訪れてもらうため、農地を活用した新たな交流の場を創造するための取り組みが北小野地区
と生活倶楽部連合会が取り組みを開始している。また、市民協働や地域コミュニティの活性化のための取り組みが多様な主体に
より実施されている。

事業の重点化
都市農村交流事業は実施主体との調整や庁内関係部課との連携を図り推進する。にぎわい創出の事業は、市民や団体の積極
的関わりのもと自主事業化への推進を図ると共に事業費の一部支援を行い地域および商工業の活性化を図る。

維持 維持 ⑤
10,341 予算対応

2 地域産業振興推進事業(中心市街地関係) ブランド観光商工課

拡充 維持 ②
9,059 9,775 予算対応

1 商工業活性化事業 ブランド観光商工課

取り組み② 中心市街地のにぎわい創出支援

手段 新たな出会いや活躍の場、魅力や価値を感じることができる場として、中心市街地の機能向上を図る、様々なまちづくり機関を支援します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

成果 コスト 記号

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

1 都市農村交流型週末農園の推進 農政課

手段 農山村地域の農地を活用し、都市住民に地域の特性を生かした新たな交流の場を提供し、「食」や「農」、「森」でつなぎ、新たな交流を創造します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28

○ 拡充 維持 ②
0 0 予算対応

H29

340

その他
成果

取り組み① 都市農村交流の推進

統計 姉妹都市からの来訪者数 336 - 288

30

統計 短歌フォーラムへの投稿者数 16,452 - 17,072 17,000

市民
歴史文化遺産を活用した交流活動が盛んに行われていると感じる
市民の割合

- 28.6 29.6

市民 中心市街地に月2回以上訪れる市民の割合 - 54.2 58.4 70.0

市民
中心市街地への来街者が2時間以上
滞在する割合

- 20.3 19.5 23.0

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 地域資源を生かした交流の推進

施策 新たな交流・集客の推進

目的
都市部をはじめとする市外在住者を対象に、地域資源を生かした交流・集客の機会を創出するとともに、市民や来訪者の交流を促す場を整備すること
等を通じて、スポーツ・文化・商業・コミュニティー等の活性化を図ります。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 稲葉　雅哉 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1261

第2次評価コメント
・生活クラブ生協は組合員の豊富で魅力的なので連携を発展させていくこと。
・全体グリップは企画課、実働部隊は農林課で連携して推進すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

北小野地区において、生活クラブ連合会が援農事業を実施していることから、同事業との連携について検討して
いる。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

他部課で実施している事業の経過を見極めた上で、農政課としての役割について検討し、必要に応じて予算対応
したい。

第1次評価コメント 生協や北小野地区と連携した市のサポート体制を検討すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦　

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤　

④ ②　レ ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

① 2 3

縮小 ⑥ 

1 ② 3 4 ① 2 3

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

5

5

参加ファミリー数（組） 0 0

ホスト農家の確保（名） 0 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 特定 0 一般 0 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般

財源

決算額 （千円） 0

特定 0 一般

（千円） 0 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○事業設計 ○事業設計 ○週末農園の設置
○事業運営

都市部に居住し、農作業体験を希望する者に対し、週末に作業可能な農園利用サー
ビスを提供する。

新/継 継続

意図： 都市部から本市への交流人口の増加を図る。 区分 ソフト

事務事業名 都市交流型週末農園の推進 担当 農政課

概要

対象： 都市部の居住者 体系 B-4-2-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 塩原　武 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）

事務事業名 商工業活性化事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 市民全体、商工事業者及び商工団体 体系 B-4-2-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○玄蕃まつり開催負担金
○広丘夏まつり開催負担金
○ハロウィーン開催負担金
○企画提案事業負担金

○玄蕃まつり開催負担金
○広丘夏まつり開催負担金
○ハロウィーン開催負担金
○企画提案事業負担金

○玄蕃まつり開催負担金
○広丘夏まつり開催負担金
○ハロウィーン開催負担金
○企画提案事業負担金

イベント事業費の補助 新/継 継続

意図：
集客イベントの定着と事業自主化を推進し、にぎわいの創出を図り、経済の波及効
果を狙う。

区分 ソフト

（千円） 9,775 （千円）

9,059 9,775  予算対応財源

決算額 （千円） 9,059

特定 0 一般 9,059 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

特定 0 一般 9,775 特定

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

28,000

イベント会議参加数 3 8 6 10

イベント来場人数 18,000 33,000 28,000 20,000 28,000

評価視点 今後の方向性

6 6

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③　 ⑤  レ

④ ②　 ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

ハロウィーンは、地域が主体となり実施していく等、運営方法の検討が求められている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
来期４０周年を迎える広丘夏祭りの記念事業に係る支援は、企画提案事業を活用して実施する予定である。

第1次評価コメント 効果的な補助となるよう、予算編成までに精査すること。

最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4420

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4425



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 塩原　武 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）

事務事業名 地域産業振興推進事業（中心市街地関係） 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 商工事業者及び商工団体 体系 B-4-2-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○商工業振興対策事業負担金
○共同化設置事業

○商工業振興対策事業負担金
○共同化設置事業

○商工業振興対策事業負担金
○共同化設置事業

工場等の新規設備の支援及び経営スキルの向上支援等による経営力の強化と商業地等の環境整備支援 新/継 継続

意図： 新産業の創出と合わせた商工業の活性化と安定経営 区分 ソフト

（千円） 10,546 （千円）

6,661 10,546  予算対応財源

決算額 （千円） 6,661

特定 0 一般 6,661 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

特定 0 一般 10,546 特定

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

40

共同化設置事業件数 3 1

商工業振興事業実施件数 41 19 40

評価視点 今後の方向性

2 2

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 ④ 現状維持 ③　 ⑤　レ

④ ② ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 3

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

特になし。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
みどり町の町内会のＬＥＤ化及び広丘商工会ＬＥＤ化（継続、3年目）

第1次評価コメント －

最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

5

1

２　施策の指標における成果

％

件

件

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 副事業部長 氏名 竹村　伸一

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　地域の森林資源を活用した域内循環システムの構築に向けて、製材工場から大量に産出されるおが粉を有効活用したペレット
の普及を目指し,地産地消によるバイオマス再生エネルギーの活用を促進する。

事業の重点化
　地方創生交付金による実証事業を通じて質の高いペレットの製造と事業の採算性を検証するとともに、計画する新たな体育館
とその周辺へのペレット活用の可能性を探りペレットの普及に向けて方向性を見出す。

役割分担の妥当性
　ペレットの製造と普及について、おが粉を産出する征矢野建材㈱や連携してFPプロジェクトを推進する県林務部、関係者と協議
する中、今後の取組みと一定の方向を検討する。併せて県松本地方事務所とともに松本地域での木質バイオマスエネルギーの
普及を研究する中で、ペレットの利用活用について検討する。

施策指標の分析

作成者

◎ 拡充 縮小 ④16,8438,930 予算対応2 木質バイオマス循環システム形成事業 FPプロジェクト

0
× ― ― ―

7,400
1 信州しおじり木質バイオマス関連事業 FPプロジェクト

0

13,268 4,000

手段
信州F・POWERプロジェクトの展開と合わせ、木質バイオマスをはじめとする地域資源を活用したエネルギー自給体制を構築し、公共機関や事業所、一
般家庭への普及を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

43

その他
成果

取り組み① 再生可能エネルギー自給体制の構築

市民 塩尻環境スタンダードへの認証・登録件数（累計） 40 ― 42 ―

― 増加

市民
固定価格買取制度における再生可能エネルギー発電設備導入件
数

― 1,964 2,547 ― 2,500

統計 薪・ペレットを自宅で活用している市民の割合 ― 6.1 2.5

目的
木質バイオマス等の再生可能エネルギーの地産地消や、省資源・省エネルギー等の取り組みを促進し、活力ある、「持続可能で低炭素奈環境エネル
ギー地域社会」への転換を進めます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 域内循環システムの形成

施策 持続可能な環境エネルギー地域社会への転換



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

【H26国補正】 ペレット製造等分析業務委託 予算対応

ペレット関連設備借上

その他

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部FPプロジェクト 職名 主査 氏名 本田　修亮 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部FPプロジェクト 職名 課長 氏名 嶋﨑　豊 連絡先（内線）

作成担当者 1226

最終評価者 1285

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た
に生じた問題等

ペレット製造の事業化に向けた具体的な検討（事業主体の検討を含む）が民間事業者（征矢野建材㈱）との間で
進んでいない状況であり、原料の確保可能量も不明確である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

ペレットの原料のオガコの確保可能量が不明確なため、引き続き製造実証及び調査のための予算の計上が必
要となる(ペレット製造等分析業務委託10,000千円、ペレット関連設備借上1,000千円）。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント
事業主体が不明確であること、2ヵ年かけて実証事業を実施していることを踏まえて、必要性を見極め、再計上を検討するこ
と。

第2次評価コメント

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 ② 3 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④　レ ② ①

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

―

木質ペレット製造事業体の確保 0 0 0 0 0 1

ペレットボイラ試験導入協力農家数 0 1 2 1 2 ― ―

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

試作製造ペレットモニタリング実施件数 0 4 4 0 6

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

― ― ―

14,080

1,286

協議会ＨＰ保守管理等委託 476

一般 0 特定  一般  

1,001

財源

決算額 （千円） 8,930

8,930

特定 8,451 一般 479 特定 16,843

区分 ソフト

（千円） 16,843 （千円）  

ペレット製造に向けてプレーナーオガコの必要量を確保できるよう、調整を進めていくこと。

事務事業名 木質バイオマス地域循環システム形成事業 担当課 FPプロジェクト

概要

対象： 市民全体、市内事業所 体系 B-5-1-1

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○木質ペレット燃料の製造実証
○ペレットボイラの試験導入モニタリン
グ
○信州しおじり木質バイオマス推進協
議会の運営

○木質ペレット燃料の製造実証
○ペレットボイラの試験導入モニタリン
グ
○信州しおじり木質バイオマス推進協
議会の運営

○信州しおじり木質バイオマス推進協
議会の運営

手段：
ペレット燃料製造実証及びペレットボイラ試験導入の実施により、実データに基づくペ
レット利活用に向けた課題解決策の検討・構築を進め、ペレット製造事業の実施に繋
げる。

新/継 新規

意図：
木質ペレットの地域循環（地産地消）システムの形成及び事業化を促進することにより
地域内で消費する仕組み安定的に低価格で供給する仕組みを構築する。先進的事業
への取り組みにより新産業と新規雇用の創出を図る。



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

5

2

２　施策の指標における成果

ha

人

%

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 副事業部長 氏名 竹村　伸一

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満

新規 森林活用推進事業 森林課 ○
40,000

役割分担の妥当性
　A材からD材に至るまでの木材資源を効果的に活用し、効率的な森林整備を促進するため、本市の地域性を捉えた組織整備を
行うとともに、松本広域森林組合をはじめ各財産区、林野組合と協議する中で、信州Fパワープロジェクトと連携し計画的に森林
整備を進める。

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　市域の７５％を占める森林資源を活かして、持続ある経済的、地域エネルギー視点から未来に繋ぐ循環型社会の構築に向け
て、木材資源量の的確な把握とともに、効率的、効果的な森林施業を計画的に進める。併せて、森林が持つ多面的機能の啓蒙
を図るとともに、山を活かす共同作業に自らも参画する意識つくりを積極的に推進する。

事業の重点化
　豊かな森林づくりの阻害要因となっている、雨氷被害や豪雨被害対応のための山林復旧を図るとともに、有害鳥獣や松食虫対
策を市民の理解・協力を得る中で関係機関とともに効果的に対応する。

維持 維持 ⑤
2,470 2,000 2,0001 森林再生林業振興事業(ウッドスタート) 森林課

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み② 木育の推進

手段
子どもへ木製玩具の贈呈を通じて豊かな心を育むことに加え、民有林の間伐材を利用した木製品の贈呈等を通じて、大人にも森林管理の必要性や活
用の啓発を促進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

①
11,756 8,634 予算対応

3 林業被害防止対策事業諸経費 森林課

2 治山林道事業 森林課

拡充 拡大

成果 コスト 記号

維持 維持 ⑤
43,185 47,282 41,700

1 森林再生林業振興事業(森林資源) 森林課

手段
森林の持つ多面的機能と木材生産性を高め、森林・林業再生を図るため、森林集約化を計画的に推進します。また、森林造成を年次的に拡大しま
す。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28

◎ 拡充 縮小 ④
92,501 91,169 予算対応

H29

35.0

その他
成果

取り組み① 森林資源の多面的機能の保全と整備

市民
子どもが木と触れ合い、遊んだり学んだりすることが盛んであると
感じる市民の割合

― 30.5 28.3

統計 民有林の整備面積(累計) ― 2788 2907 3,988

統計 山のお宝ステーション事業登録者数 ― 43 77 70

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 域内循環システムの形成

施策 森林資源の利活用の促進

目的
信州F・POWERプロジェクトの展開を踏まえ、林業の振興、木材のエネルギー利用化、地域木材を使った木育の推進等を行い、森林の持つ多面的な機
能の利活用を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

森林整備地域活動支援金交付事業

森林整備補助金 予算対応

アクションプラン策定業務委託

その他事業費

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部森林課 職名 主事 氏名 林　和彦 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部森林課 職名 課長 氏名 嶋﨑　豊 連絡先（内線）最終評価者 1285

成果

課題

作成担当者 1284

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

昨年度の同時期に比べ、森林整備面積は増えつつあるが、平成２８年１月に発生した雨氷被害林対策も急務
である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

平成２７年度の森林経営計画認定件数が２６年度の２倍となり、その計画に基づく森林整備面積も増えてきてい
るため、森林造成事業補助金11,440千円の増額を要する。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い
やや
高い

拡充 ④　レ ② ①

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 4 現状維持 ③ ⑤1 ② 3

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

200森林整備面積(ha） 7.5 119 125 24.7 200

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

53,030 特定 42,355 一般 48,814 特定

財源

決算額 （千円）

特定 39,471 一般

目標値

30,449

22,624

34,184

92,501

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

（千円） 91,169 （千円）

3,912

92,501

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○森林資源活用調査（塩尻東地区）1,520ha
○森林集約化事業 200ha
○森林整備地域活動支援金交付事業
○森林造成事業 70ha
○自伐林家支援事業

○森林整備地域活動支援金交付事業
○森林造成事業 200ha
○自伐林家支援事業
○森林づくりアクションプラン策定事業
○事業参入可能性調査
○森林情報整備システム構築（継続）

○森林整備地域活動支援金交付事業
○森林造成事業 200ha
○自伐林家支援事業
○森林情報整備システム構築（継続）

森林資源活用調査、森林集約化
林道改良、森林造成事業、自伐林家支援

新/継 継続

意図： 森林の多面的機能増進と木材生産性の向上 区分 ソフト

事務事業名 森林再生林業振興事業（森林資源） 担当課 森林課

概要

対象： 森林所有者 体系 B-5-2-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計 計画額 計

林道改良・補修工事 林道改良・補修工事
林道維持管理工事 林道維持管理工事
測量委託料 測量委託料
その他事業費 ※その他の事業費は予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部森林課 職名 主任 氏名 飯田　直希 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部森林課 職名 課長 氏名 嶋﨑　豊 連絡先（内線）

重機借上げ、治山工事、原材料支給 新/継 継続

意図： 林業施設の維持補修等を行うことで、林業の生産活動の維持と振興が図られる。 区分 ハード

事務事業名 治山林道事業 担当課 森林課

概要

対象： 森林所有者 体系 Ｂ-5-2-1

手段：

41,700

30,000 30,000
43,185 6,900 8,500

財源

決算額 （千円） 43,185 （千円） 47,282

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○林道改良・補修工事
　片丘地区林道改良319m
　林道釜ノ沢線ブロック積
○林道維持管理工事
　主要路線の小規模工事
○重機借上げ
○補修用資材
○支障木伐採

○林道改良・補修工事
　片丘地区林道改良814ｍ
○林道維持管理工事
　主要路線の小規模工事
○重機借上げ
○補修用資材
○支障木伐採

○林道改良・補修工事
　片丘地区林道改良800m
  林道釜ノ沢線ブロック積
○林道維持管理工事
　主要路線の小規模工事
○重機借上げ
○補修用資材
○支障木伐採

特定 4,324 一般 38,861 特定 11,426 一般 35,856

（千円）

特定 15,200 一般 26,500

4,800 3,200

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

H29
評価指標

H27 H28

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

800林道改良延長（ｍ） 0 319 500 814 1,352

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 2 ③ 4 1 2 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

③ 4 1 2 ③ 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1285

5,582

成果

課題

作成担当者 1286

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

国及び県と協議し、交付率の高い森林環境保全整備事業（補助金）へ乗り換え,未整備延長を３年計画で再割振
りを行ったが、事業要望額が満額交付されなかったことにより、当初事業計画で予定していた延長に達していな
い。（当初1352ｍが814ｍ）

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

第1次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

○松枯損木の監視と処理 ○松枯損木の監視と処理 ○松枯損木の監視と処理

○カモシカ等個体調整 ○カモシカ等個体調整 ○カモシカ等個体調整

○緩衝帯整備事業 ○緩衝帯整備事業 ○緩衝帯整備事業

計画額 計画額

森林づくり推進支援金事業

カモシカ食害対策事業 予算対応

その他事業

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部森林課 職名 係長 氏名 西沢　和善 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部森林課 職名 課長 氏名 嶋﨑　豊 連絡先（内線）最終評価者 1285

成果

課題

作成担当者 1286

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

里山近隣の住宅地に熊等の出没が相次ぎ、農林業被害防止・人身被害防止のため緊急の緩衝帯整備の必要
性が生じている。
松くい虫被害の拡散により、伐採薫蒸処理量が増大してきている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

有害鳥獣被害防止に向けた取り組みの継続。
松くい虫被害拡大に伴う人員増（臨時9月、720千円）及び枯損木処理委託費（2,000千円）、補助金交付額（500
千円）の増。

第1次評価コメント 要求事項どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③ 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 2 3 ④ 1 ② 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

有害鳥獣による農林業被害拡大防止の
ための緩衝帯整備（ｈａ）

- 8 5 6.7 5

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

5

一般 4,404 特定 一般特定 2,064 一般 9,692 特定 4,230

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

財源

決算額 （千円） 11,756

11,756 462

910

（千円） 8,634 （千円）

7,262

松枯損木監視、カモシカ等個体調整、松枯損木処理・緩衝帯整備 新/継 継続

意図： 松枯損木の早期発見・処理と緩衝帯整備により病害虫、獣害からの森林保全が図られる。 区分 ソフト

事務事業名 林業被害防止対策事業諸経費 担当課 森林課

概要

対象： 森林所有者、市民全体 体系 Ｂ-5-2-1

手段：



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

ウッドスタート事業負担金 ウッドスタート事業負担金 ウッドスタート事業負担金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部森林課 職名 係長 氏名 西沢　和善 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部森林課 職名 課長 氏名 嶋﨑　豊 連絡先（内線）最終評価者 1285

成果

課題

作成担当者 1286

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
木製玩具の進呈を通した子供の木育、市内木工業の振興などの観点より、引き続き事業を継続する。

第1次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

昨年度の実績70.2％にと比較すると、４～８月の申請者割合が61.7％と昨年実績を下回っている状況である。
申請期間を過ぎて申請書を提出される市民も多い。

低い
やや
高い

高い

⑤　レ1 2 ③

縮小 ⑥低い
やや
低い

やや
高い

高い

4 1 2 ③ ③4 現状維持4

76

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

木製玩具を進呈した新生児の割合（％） 70.2 70 61.7 73

④ ② ①　

1 2 ③

36子どもが木と触れ合い、遊んだり学んだり
することが盛んであると感じる市民の割合
（％）

- 28.3 30 - 33

評価指標
H27 H28

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般 2,000

2,000 2,000

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

H29

（千円）

財源

決算額 （千円）

2,470

特定 2,000 一般 470 特定 2,000

（千円）

一般 0 特定 0

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○ウッドスタート事業の推進 ○ウッドスタート事業の推進 ○ウッドスタート事業の推進

商工会議所と連携して、新生児に対して素材に間伐材を利用した木製玩具を進呈す
る。

新/継 新規

意図： 木製玩具を通じて児童の豊かな心をはぐくむとともに、森林整備の必要性や活用を図る。 区分 ソフト

事務事業名 森林再生林業振興事業（ウッドスタート） 担当課 森林課

概要

対象： 新生児とその保護者 体系 Ｂ-5-2

手段：



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

5

3

２　施策の指標における成果

ｔ

%

%

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 農政課長 氏名 花岡　昇

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 域内循環システムの形成

施策 食の地産地消の促進

目的
地域の農業の持続性を確保することを目的として、直売所等の出荷登録農家を対象に栽培技術の改善支援等を行い、農産物流通体制を整備し、食
の地産地消に対する市民ニーズに応えます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

105.5

統計 家庭における市内農産物利用率(青果大豆重量) 37.7（H24) ― ― 40.0

統計 構築した域内流通網による農産物の流通量 104.3 111.3 101.8

38.0

その他
成果

取り組み① 安全・安心な農産物の提供

統計 学校給食での市内農産物利用率(野菜) 35.7 37.1 35.1

手段 直売所等の出荷登録農家の栽培技術を改善し、実需者ニーズに合わせた生産流通体制を整えることで、県内外へ販路拡大を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

1 農産物流通促進事業 農政課
4,926 6,132

○ 拡充 維持 ②
予算対応

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
市民が守り育てる農業を目指し地域農産物を域内で流通させ消費拡大を図るため、学校給食食材における地元農産物の使用
を推進。

事業の重点化 生産者間での品質や意識の差が見られることから、生産、栽培技術の向上を図り活用の拡大を進める。

役割分担の妥当性
ＪＡとの連携及び調整を図り学校給食への提供をしている。また、ＪＡの直売所では地元農産物の提供も定着してきている状況で
あり、地産地消の拡大が期待できる。

施策指標の分析

作成者



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

一般財源

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 主事 氏名 倉科　涼 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

地元農産物の供給のための独自流通網構築、少量多品目生産の促進 新/継 継続

意図：
「農家が支える農業」から「市民が守り育てる農業」への転換を促し、食の安全安心と
地域農業の持続的発展を図る。

区分 ソフト

事務事業名 農産物流通促進事業 担当課 農政課

概要

対象： 中小規模経営農業者 体系 B-5-3-1

手段：

財源

決算額 （千円） 4,926 （千円） 6,132

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○生産・流通コーディネート事業 ○生産・流通コーディネート事業 ○生産・流通コーディネート事業

6,132

6,164 （千円）

4,926

特定 一般 4,926 特定

評価指標
H27 H28 H29

中間値 実績値 目標値 中間値 実績値

0 一般 6,132 特定 一般

目標値 中間値 実績値 目標値
学校給食食材における地元産割合（野菜） 40 35.1 40 34.9 42.5 44

4

評価視点 今後の方向性

2 2
講習会の開催 2 4 3 2
地産都商フェアの開催 0 2 1 0

4

1 ② 3 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤

④ ②　レ ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

生産者間での品質の差や意識の差が見られるため、登録農家向けの技術講習会を実施している。講習会の内
容がマンネリ化しないよう、ニーズに応じた講座内容を検討している。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

生産者の技術及び意識の向上を図るために講習会の内容を充実させる。地産地消事業の拡大を図るため、現
在の学校給食とあわせて、病院や福祉施設などへの供給も研究していきたい。

第1次評価コメント 販路コーディネータと連携し、流通拡大を図る工夫をすること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1262

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

6

1

２　施策の指標における成果

区

地区

％

％

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 課長 氏名 花岡　昇

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

基本戦略 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

重点プロジェクト 防災・減災の推進

施策 防災体制・防災活動拠点の強化

目的
市が保有する施設や設備の耐震化、雪害や地震に備えた都市インフラの防災・減災対策、市民の自主防災活動の支援等を通じて、火事などの人災
の発生抑制と自然災害発生時の被害の最小化に努めます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 防災訓練実施件数 - 36 34 66

統計 地区避難所運営マニュアルの策定数 - 1 1 10

100

統計 消防団員の充足率 - 99.0 100.0 100

統計 デジタル移動系防災行政無線の整備率 - 0.0 100.0

52.0

市民
消防・救命救急活動が迅速かつ適切に行われていると感じる市民
の割合

- 57.6 50.7 59.0

市民
地域において自主防災組織の活動が活発に行われていると感じる
市民の割合

- 50.9 40.7

H28 H29

その他
成果

取り組み① 自然災害対策の推進

手段
気候変動に起因する自然災害に対応するため、危険箇所や想定被害の把握に努めるともに、水害対策や河川の整備、砂防や急傾斜地、雨水排水施
設の整備などの適切な対策を講じていきます。

拡大 ①
5,451 20,180 26,800

評価視点 評価コメント

1 ため池耐震化事業 農政課 ◎ 拡充

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27

施策指標の分析

作成者

評価者

事業構成の適正性
ため池施設の安全安心の確保に向けて「みどり湖堤体」の耐震化工事を本年11月から実施。他のため池についても、計画的に
事業推進を図っている。

事業の重点化 工事期間を極力短縮し稲作への影響を低減させるとともに順調な進捗を図る。

役割分担の妥当性 国・県等の交付金等を活用し事業推進を図っている。



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

県営事業負担金 県営耐震工事負担金

耐震調査

工事測量事業計画

ハザードマップ作成

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長補佐 氏名 吉村　正次 連絡先（内線）

部課等 産業振興事業部農政課 職名 課長 氏名 花岡　昇 連絡先（内線）

事務事業名 ため池耐震化事業 担当課 農政課

概要

対象： 市民全体 体系 B-6-1-3

手段：

平成29年度（3年次）

○耐震調査　１箇所
○県営耐震補強工事（みどり湖）実施
設計
負担金（事業費の11％）

○県営耐震補強工事（みどり湖）洪水
吐補強工事
負担金（事業費の11％）
○農村地域防災減災事業

○県営耐震補強工事（みどり湖）洪水
吐補強工事
負担金（事業費の11％）
○農村地域防災減災事業

緊急点検や一斉点検で国県の指針により危険度の高いため池の耐震性の点検・調
査を行う。必要に応じて耐震化対策整備計画の策定と整備を促進する。

新/継 継続

意図：
ため池等の土地改良施設の耐震診断実施による、計画的な施設の改修・補強の実施
により、施設の機能保持と耐用年数の確保が図られると同時に下流域の住民の安全
が図られる。

区分 ハード

財源

決算額 （千円） 5,451

5,451

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次）

特定 4,800 一般 651 特定 17,300 一般 8,479

設計委託費 5,000

1,000

（千円） 25,779 （千円）
38,480
26,800

12,100 19,800

13,679 10,600

8,080

特定 26,210 一般 12,270

1,000

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

ため池耐震調査箇所 1 1 10 2 2

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

2

1県営事業実施　件数 1 1 1 1 1

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③ 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た
に生じた問題等

国の予算動向に振り回される状況にあるが、なるべく事業の前倒しを要望したい。H27年度に県が行った耐震性
点検調査で小坂田ため池が不適合となり、地震時緊急点検対象ため池に矢沢ため池、東山２号ため池が新たに
加わり、今後、計画的な対策を講じる必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

みどり湖ため池耐震化事業は、H28年度の渇水期より5年間の予定で県営事業として本格着工している。みどり
湖の受益地は125haと広大であり、工期短縮のため前倒しを働き掛けるが事業費の11％が市負担となることか
ら、事業進捗に影響しないよう予算計上したい。また耐震化対象の小坂田池が増えたため、ため池の優先順位を
見直し、効果的な事業に取り組む。

第1次評価コメント 要求どおり。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1260

成果

課題

作成担当者 1265

第2次評価コメント 提案どおり実施すること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

C

7

1

２　施策の指標における成果

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部 職名 氏名

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 篠原　清満

基本戦略 シニアが生き生きと活躍できる地域の創造

重点プロジェクト 生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築

施策 社会や地域への貢献の支援

目的
経験や知恵を蓄積してきた元気な高齢者に対して、就労、サークル活動、地域活動等へのマッチングの支援を行うことで、シニアが生涯現役で生きが
いを持って活躍できる地域環境の創造を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27

手段
生産年齢人口の減少に伴い、高齢者の保有する知識や経験を地域貢献に生かすとともに、高齢者が健康で生きがいのある生活を送り続けるために、
市内の中小企業等のニーズとマッチングさせる仕組みを構築します。

H28 H29 H29

市民
自治会活動、ボランティア活動、生涯学習等に月１回以上参加する
高齢者の割合（社会活動参加率）

― 51.7 ― 上昇

その他
成果

取り組み① シニア世代保有技術の活用・就労支援

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果

新規 評価コメント

コスト 記号

1 雇用対策事業(シニア世代) 産業政策課 維持

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

維持 ⑤
11,845 13,507 予算対応

評価者

事業構成の適正性
  高齢者が増加する中で、シニア世代が経験と知恵を活かして地域経済の活性化に活躍できる場づくりに併せ、高齢者が元気に
生きがいを持って働ける社会環境に向けて支援する。

事業の重点化 　シルバー人材センターの活動を支援する中で、高齢者が健康で元気に生き生きと働ける社会環境づくりを支援する。

役割分担の妥当性
 シルバー人材センターの会員の活動を通じて経験や知恵を蓄積した元気な高齢者の社会参加に向けて、市内企業の高齢者へ
の仕事提供について商工会議所の協力を得る中で啓発を図る。

施策指標の分析

作成者 副事業部長 竹村　伸一



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

センター連絡協議会負担金 センター連絡協議会負担金

センター補助金 センター補助金 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）最終評価者 産業振興事業部産業政策課 課長 竹村　伸一 1275

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部産業政策課 係長 古畑　久哉 1277

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　他のカテゴリー（女性、若者無業者、生活困窮者）の就労支援の状況と優先度を総合的に考慮し、現状が妥
当と考える。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　制度改正に伴う基準の変更や業務委託から派遣業への契約変更があった場合などの国庫補助金の増額に
より、市補助金の増額が見込まれる。

第1次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第2次評価コメント －

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③　 ⑤　レ

④ ② ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

シルバー人材センター単年度契約金（千円） 172,345 359,035 353,000 163,252

実績値
（事後評価）

目標値

一般

354,000 355,000

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

10,299 特定

財源

決算額 （千円）

特定 1,546 一般

（千円） 13,507

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

13,432

1,752 一般 11,755 特定

（千円）

75 75

11,845

11,770

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○就労支援ハンドブックの作成
○シルバー人材センター補助金

○関係機関とのネットワーク化による
就労支援
○シルバー人材センター補助金

○関係機関とのネットワーク化による
就労支援
○シルバー人材センター補助金

就労支援、シルバー人材センターへの支援 新/継 継続

意図： 高齢者の保有する知識や経験を地域貢献に生かすとともに、健康で生きがいのある生活の実現を促進する 区分 ソフト

事務事業名 雇用対策事業（シニア世代） 担当課 産業政策課

概要

対象： おおむね６０歳以上の市民 体系 Ｃ-7-1-1

手段：



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

包括

9

1

２　施策の指標における成果

位

位

位

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 産業振興事業部ブランド観光商工課 職名 課長 氏名 上條　吉直

所属 産業振興事業部 職名 部長 氏名 赤羽　誠治

基本戦略 基本戦略を包括し機能的に推進するプロジェクト

重点プロジェクト 地域ブランド・プロモーション

施策 地域ブランドの創造

目的
「ワイン・漆器・農産物」等の地場産品に関連した地域イメージに加え、「交流」や「移住」の地としても本市をアピールするため、本市の地域資源を活用
するとともに、ターゲット層や他地域と比較した強みを明確化し、戦略的にプロモーションを推進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

53.6

300位以内

300位以内

統計 地域ブランド調査魅力度全国ランキング（1,000市町村） ― 466 439

市民 塩尻市を他地域に誇れると感じる市民の割合 ― 46.9 47.3

525 300位以内

統計 地域ブランド調査認知度全国ランキング（1,000市町村） ― 441 443

統計 地域ブランド調査情報接触度全国ランキング（1,000市町村） ― 453

その他
成果

取り組み① 塩尻ブランドの創造

手段
塩尻「地域ブランド」の要素を体系的に整理し、ターゲットと伝えるメッセージの内容を確定させ、ブランド価値の向上と効果的なプロモーションを推進し
ます。

方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号
番号 施策を構成する事務事業名 担当課

事業費
重点化

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性

ワイン・漆器・農産物を牽引役として本市の知名度向上と地域イメージの定着のため中京圏に重点を置きながら、首都圏等で事
業展開を図るとともに地域ブランド戦略に基づき効果的で戦略性に富んだ事業展開を進め交流人口の増加を図っている。昨年か
ら開始したシティプロモーション戦略での移住定住促進を図る事業展開と効果的な連携を図り、地域ブランド戦略の到達目標であ
る定住人口の増加を目指している。

事業の重点化
中京圏では、ワインを基軸に本市の食や自然景観などを有機的に結びつけ認知度及び地域イメージの定着を図る。一方、首都
圏においては、銀座ＮＡＧＡＮＯを有効活用し多様な情報発信を実施し本市への興味と来訪意欲の醸成を図ると共に、新宿駅の
観光案内所を活用した外国人旅行者の本市への誘導を図り、交流人口の増加を目指す。

役割分担の妥当性
プロモーション活動では、国や長野県及び市内企業との連携を図り効果的で有効性のある事業を展開している。今後も連携を強
め、積極的な事業展開を実施していく。

施策指標の分析

作成者

1
19,082

地域産品ブランド化事業 ブランド観光商工課 拡充 ②維持
21,161 予算対応

◎



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

【11,377　Ｈ26国補正】 【10,000　Ｈ27国補正】

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 　 職名 主事 氏名 百瀬　さつき 連絡先（内線）

部課等 職名 課長 氏名 上條　吉直 連絡先（内線）

ＷＥＢリーチ数（コンテンツビュー数） - - - 159

最終評価者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4420

成果

課題

作成担当者 産業振興事業部ブランド観光商工課 4421

第2次評価コメント
・KURAは市勢要覧として活用するなど、有効な活用方法を検討すること。
・Pepperは奈良井に一台導入する方向で検討を進めること。

区分 年間（4月～3月）

取組内容

当年度開始後、約6ヶ月
が経過し新たに生じた問

題等

・東京アンテナショップが７月にリニューアルオープンし、安定した稼働日を確保したが、来店数は伸び悩んでいる。
・他市ブランドとの差別化を図るため、２０日のワインの日やＢＹＯ事業を市だけで実施するのではなく、関係する団体や市民を巻き込めるよう計画を
立てなければならない。
・ミスワインにより、雑誌掲載等でＰＲを行っているが、ＳＮＳ等を活用した情報発信を強化すべきである。

新年度の予算要求事項
（改革・改善案）

【予算拡大事項】
・首都圏のリピーター確保のため、銀座ＮＡＧＡＮＯや新宿駅観光案内所を利用したイベントを定着させる。また、中京圏では名古屋市を重点地域と
して、ワインを主体にした事業展開を充実する。そのための宣伝事業費や旅費、運搬費等を要求する。
・地域ワインバレーを推進するため、県や関係団体と連携しながらワイナリー間を結ぶバスの運行を検討し、ワインツーリズムを推進する。
・県内１２自治体が既に発刊している「別冊ＫＵＲＡ」について、新規事業として塩尻版を発行し更なる認知度向上と誘客を図るため、宣伝事業費を要
求する。
【予算縮小事項】
・東京アンテナショップ賃借料は、継続の場合、家賃相場が下落していることから、減額する。
・中信四市連携イベントは、中信四市市長会の報告結果を踏まえ、継続の有無または規模の大小を決定する。
・「塩尻ブランドサイト」を廃止し、年間維持費を削減する。サイトの機能は、市公式ホームページと新設ＳＮＳサイトに移行する。
・ワイナリーフェスタは、チケット販売数の増加を検討し、シャトルバス増便に充当するなどして内容を見直す。
全体的コストは縮小方向で、新規事業や効果のある事業に費用を集中させる。

第1次評価コメント
20,000千円の予算枠の中で実施すること。財源については、県と連携し地方創生推進交付金を確保すること。KURAはシティプロモーションと連携し、効果的になる
よう実施すること。

総合評価 休廃止
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　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討
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総合評価判定

4 ③ ⑤

低い
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評価視点 今後の方向性

目標値

特定

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

2,500

ＷＥＢサイト常時掲載コンテンツ数 6 10 10 10 20 20

媒体(ワインポスター、ワインパンフレット)配布数 0 4450 3,600 1,080 5,000

実績値
（事後評価）

一般 7,705 特定 10,000 一般 11,161

財源

決算額 （千円） 19,082

7,705

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28

一般

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○地域ブランド推進活動負担金
【Ｈ26国補正】
○東京アンテナショップ賃料
○ワインブランド推進事業負担金

○地域ブランド推進活動協議会負担金
○東京アンテナショップ賃料
○ワインブランド推進事業負担金
○松本山雅ホームゲーム時のシャトルバス運行への補
助

○地域ブランド推進活動負担金
○東京アンテナショップ賃料

11,161 予算対応

（千円） 21,161 （千円）

H29

中間値
（事中評価）

事務事業名 地域産品ブランド化事業 担当課 ブランド観光商工課

概要

対象： 市民全体、市内の消費者 体系 包-9-1-1

手段：

特定

期間限定アンテナショップの開設（名古屋）、塩尻醸造所・銀座ＮＡＧＡＮＯの有効活用、地域産品の市民向けプロ
モーション

新/継 継続

意図： 塩尻ワイン、木曽漆器等の認知度とブランド力の向上 区分 ソフト

11,377


